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〔利用上の注意〕 

１ 「統計法令に基づく統計調査の承認及び届出の状況」（以下、「本月報」という。）中

で「指定統計」とは、改正前の統計法（昭和 22 年法律第 18 号。以下「旧統計法」と

いう。）第２条の規定に基づき、総務大臣が指定した統計をいう。 

２ 本月報中で「指定統計調査」とは、旧統計法下において、指定統計を作成するため

に行われた統計調査をいう。 

３ 本月報中で「承認統計調査」とは、改正後の統計法（平成 19 年法律第 53 号。以下

「新統計法」という。）により廃止された統計報告調整法（昭和 27 年法律第 148 号）

の規定に基づく総務大臣の承認を受けて実施された「統計報告の徴集」の通称をいう。 

４ 本月報中で「届出統計調査」とは、旧統計法下にあっては、第８条に基づき総務大

臣に届けられた統計調査をいい、新統計法下にあっては、第 24 条第１項又は第 25 条

に基づき総務大臣に届けられた統計調査をいう。 

５ 本月報中で「基幹統計」とは、新統計法第２条第４項に規定する統計をいう。旧統

計法下の指定統計のうち、新統計法施行の段階（平成 21 年４月１日）で引き続き作成

されていたものについては、基幹統計に移行している。 

６ 本月報中で「基幹統計調査」とは、基幹統計を作成するために行われた統計調査を

いう。 

７ 本月報中で「一般統計調査」とは、国の行政機関が行う統計調査のうち、基幹統計

調査以外のものをいう。 

８ 本月報中の目次等における調査名の後ろの「平成◇年承認」「平成◇年届出」につい

ては、本月報の編集に係るシステム管理上、付記しているものである。 
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○基幹統計調査の承認 

 

統計調査の名称 実 施 者 主 な 承 認 事 項 承認年月日

経 済 産 業 省

生 産 動 態 統 計 調 査

経済産業大臣 承認事項の変更 

①調査対象品目の変更 

ア）生産規模の拡大が見込

ま れ る 品 目 の 追 加 （ ７ 品

目） 

イ）生産規模が縮小してい

る品目の削除（７品目） 

ウ ） 類 似 す る 品 目 の 統 合

（85 品目→79 品目） 

②「セメント月報」について、

本社を調査対象から除外 

③調査事項の変更 

ア）「原材料」の削除 

イ）「設備、生産能力」の

調査方法の変更 等 

H23.8.3 

毎 月 勤 労 統 計 調 査 厚生労働大臣 承認事項の変更 

平成 23 年調査の実施に当た

り、東日本大震災への対応と

して、調査対象の地域的範囲

を変更 

H23.8.4 

賃金構造基本統計調査 厚生労働大臣 承認事項の変更 

平成 23 年調査の実施に当た

り、東日本大震災への対応と

して、岩手労働局長、宮城労

働 局 長 及 び 福 島 労 働 局 長 か

ら 厚 生 労 働 大 臣 へ の 調 査 票

の提出期限を変更 

H23.8.4 

農 業 経 営 統 計 調 査 農林水産大臣 承認事項の変更 

① 農 林 水 産 省 設 置 法 の 改 正

により、組織改編を行うこ

と に 伴 う 調 査 組 織 名 称 等

の変更 

② 東 日 本 大 震 災 へ の 対 応 と

して、平成 22 年調査につ

いて、結果公表の方法を一

部変更して公表 

③平成 24 年調査の標本替え

の際に、東日本大震災への

対応として、営農困難な地

域 に 所 在 す る 客 体 を 母 集

団 か ら 除 外 及 び こ れ に 伴

う標本数の変更 

H23.8.30 
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農 林 業 セ ン サ ス 農林水産大臣 承認事項の変更 

農 林 水 産 省 設 置 法 の 改 正 に

より、組織改編を行うことに

伴う調査組織名称等の変更 

H23.8.30 

漁 業 セ ン サ ス 農林水産大臣 承認事項の変更 

農 林 水 産 省 設 置 法 の 改 正 に

より、組織改編を行うことに

伴う調査組織名称等の変更 

H23.8.30 

作 物 統 計 調 査 農林水産大臣 承認事項の変更 

農 林 水 産 省 設 置 法 の 改 正 に

より、組織改編を行うことに

伴う調査組織名称等の変更 

H23.8.30 

木 材 統 計 調 査 農林水産大臣 承認事項の変更 

① 農 林 水 産 省 設 置 法 の 改 正

により、組織改編を行うこ

と に 伴 う 調 査 組 織 名 称 等

の変更 

②年次調査について、東日本

大震災への対応として、平

成 22 年調査の公表時期を

変更 

③月次調査について、東日本

大震災への対応として、平

成 23 年 2 月分以降当面の

間、岩手県、宮城県及び福

島県分を除いて公表 

H23.8.30 

海面漁業生産統計調査 農林水産大臣 承認事項の変更 

① 農 林 水 産 省 設 置 法 の 改 正

により、組織改編を行うこ

と に 伴 う 調 査 組 織 名 称 等

の変更 

② 東 日 本 大 震 災 へ の 対 応 と

して、平成 22 年調査の公

表時期を変更 

H23.8.30 

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した基幹統計調査の計画

について、主な内容を掲載したものである。 



○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H23.8.4 男女間における暴力に関する調査 内 閣 総 理 大 臣

H23.8.4 国民年金被保険者実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.8.5
安全・安心な社会づくりのための基礎調査（犯罪被害実態
（暗数）調査）

法 務 大 臣

H23.8.5 雇用均等基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.8.5 農業・農村の６次産業化総合調査 農 林 水 産 大 臣

H23.8.10 家内労働等実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.8.12 全国母子世帯等調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.8.12 能力開発基本調査 厚 生 労 働 大 臣

H23.8.12 産業廃棄物処理業実態調査 環 境 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣が承認した一般統計調査について掲載したものである。
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○一般統計調査の中止通知

通知年月日 統計調査の名称 実施者

H23.8.15 バイオ産業創造基礎調査 経 済 産 業 大 臣

 注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に通知された一般統計調査の中止について掲載したもの
   である。
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H23.8.1 都内企業求人充足状況等調査 東 京 都 知 事

H23.8.1 長野県労働条件等実態調査 長 野 県 知 事

H23.8.2
事業系ごみ（一般廃棄物）の排出区分に関するアンケート調
査

神 戸 市 長

H23.8.3 障害のある人のスポーツ・運動に関する実態調査 東 京 都 知 事

H23.8.3
事業所及び公共施設等における受動喫煙防止対策に関するア
ンケート調査

佐 賀 県 知 事

H23.8.8 福井県観光満足度調査 福 井 県 知 事

H23.8.8 緊急奈良県貿易実態等調査 奈 良 県 知 事

H23.8.10 高齢者の購買動向に関する調査 東 京 都 知 事

H23.8.11 東日本大震災に関する事業所アンケート調査 東 京 消 防 庁 消 防 総 監

H23.8.11
香川県青少年保護育成条例に関する調査（携帯電話フィルタ
リングサービスに関する調査） 香 川 県 知 事

H23.8.15 県民の運動・スポーツ活動状況に関するアンケート調査 石 川 県 知 事

H23.8.17 高等技術専門校再構築に係る詳細調査における事業所調査 千 葉 県 知 事

H23.8.19 県民歯科疾患実態調査 三 重 県 知 事

H23.8.19
平成２３年度　市民意識調査「市民のちから～みんなでまち
をつくる」 北 九 州 市 長

H23.8.22
農山漁村におけるＣＳＲ（企業の社会的責任）活動に対する
企業の意識調査

熊 本 県 知 事

H23.8.25
業界団体・学会に対するイベント・コンベンション等（ＭＩ
ＣＥ）実態調査

愛 知 県 知 事

H23.8.29 奈良県産業廃棄物実態調査 奈 良 県 知 事

H23.8.30
静岡市バス交通計画ガイドライン策定に関する市民アンケー
ト調査

静 岡 市 長

H23.8.30 全国会議参加者調査 愛 知 県 知 事

H23.8.30 産業廃棄物実態調査 宮 崎 県 知 事

H23.8.30 循環資源利用実態調査 宮 崎 県 知 事

H23.8.31 仕事と生活の調和に関する実態調査 徳 島 県 知 事

○届出統計調査の受理

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（新規）について掲載したもので
　　ある。
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（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H23.8.1 群馬県母子世帯等実態調査 群 馬 県 知 事

H23.8.1 省エネ関連設備に関する調査 愛 知 県 知 事

H23.8.1 仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査 愛 媛 県 知 事

H23.8.2 東京都男女雇用平等参画状況調査 東 京 都 知 事

H23.8.12 島根県在住外国人実態調査 島 根 県 知 事

H23.8.15 医療実態調査 栃 木 県 知 事

H23.8.22 市政アドバイザー意識調査 神 戸 市 長

H23.8.22 熊本県労働条件等実態調査 熊 本 県 知 事

H23.8.24 新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査 新潟県知事・新潟市長

H23.8.25 大阪府労働関係調査 大 阪 府 知 事

H23.8.26 職場環境調査 奈 良 県 知 事

H23.8.29 千葉県生活習慣に関するアンケート調査 千 葉 県 知 事

H23.8.31 北九州市の男女共同参画社会に関する調査 北 九 州 市 長

注）本表は、統計法の規定に基づいて、総務大臣に届け出られた統計調査の受理（変更）について掲載したもので
　　ある。
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 経済産業省生産動態統計調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月３日 

【実施機関】 経済産業省大臣官房調査統計グループ 

【目 的】 経済産業省生産動態統計調査（以下「生産動態統計調査」という。）は、鉱工業生産の動

態を明らかにし、鉱工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 生産動態統計調査は、昭和２３年に、当時の連合国軍総司令部の要請を受けて、生産動態

の把握及び経済統制下における物資の需給調整上の資料としての利用を目的として開始さ

れた。昭和２６年の経済統制の解除により物資の需給調整という副次的利用目的が大幅に後

退したのを契機として、昭和２８年に経済統計への移行に重点を置いた大幅改正が行われた。 

その後の大きな改正としては、昭和４８年のコンピュータ処理化に伴う統計の体系整備の

ための調査品目、調査項目の簡素化、昭和５６年の商鉱工業エネルギー消費統計調査（現在

の「経済産業省特定業種石油等消費統計調査」（基幹統計調査））の開始に伴うエネルギー関

連項目の簡素化が挙げられる。 

さらに平成１２年１月分の調査からは、新世代統計システムの導入に伴い、調査票様式、

調査票の提出方法等の変更がなされている。平成１４年には、鉱工業生産における各製品の

市場規模の変化等最近の産業構造の変化を踏まえ、調査対象品目、調査事項、調査対象範囲

及び調査票の見直しに関する統一基準を定め、年間出荷額が低下している品目を削除する一

方、最近成長が見られる品目を追加する等の調査対象品目の変更を行うなどの大規模な変更

が行われている。平成１６年には、印刷業に関する調査票が新設されている。平成１８年に

は、非鉄金属製品月報と光ファイバー製品月報の統合が行われた。平成２２年には、生産規

模が縮小等した調査対象品目を削除及び統合するとともに、調査事項のうち「燃料・電力」

の廃止、「労務」の「月末常用従業者数」を「月末従事者数」に名称変更及び「月間実働延

人員」の削除等の変更を行い、調査対象品目数１，６７１品目、月報数１１１月報となった。 

【調査の構成】 １－それぞれの品目ごとの月報 

【公 表】 インターネット及び印刷物（速報：翌月末、確報：翌々月中旬、年報：翌年６月） 

※ 

【調査票名】 １－それぞれの品目ごとの月報 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉄鋼・鉄鋼加工製品、一般機械器具、電気

機械器具、輸送機械器具、精密機械器具、その他の機械、繊維工業品、パルプ・紙、印

刷、雑貨工業品、化学工業品、ゴム製品・プラスチック製品、窯業製品・土石製品・建

材、鉱物・石炭製品、石油製品、非鉄金属・非鉄金属加工製品等を生産（加工を含む。）

する事業所であって、経済産業大臣が指定する生産品目別の範囲に属する事業所。 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８，０００ （配布）郵送・調査員・オンライン（電子

メール） （取集）郵送・調査員・オンライン（電子メール） （記入）自計 （把握

時）毎月末日現在 （系統）①経済産業省－都道府県－調査員－報告者、②経済産業省

－経済産業局－調査員－報告者、③経済産業省－都道府県－報告者、④経済産業省－経

済産業局－報告者、⑤経済産業省－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日（対経済産業局長及び都道府県知事）、翌月
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１５日（対経済産業大臣） 

【調査事項】 １．生産、２．受入、３．消費、４．出荷、５．在庫、６．原材料、７．従事者、８．

生産能力及び設備  
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【調査名】 毎月勤労統計調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 本調査は、全国調査、地方調査及び特別調査の３種類から成り、雇用、給与及び労働時間

について、全国調査にあってはその全国的変動を、地方調査にあってはその都道府県別の変

動を毎月明らかにすることを目的とし、特別調査はこれらを補完することを目的とする。 

【沿 革】 本調査の内容に類する調査は戦前から行われていたが、現在の毎月勤労統計調査の基礎が

確立したのは、昭和２５年１月に標本調査法が導入された時点である。昭和２６年４月には、

都道府県別に行っていた「毎月賃金統計調査」を本調査に「毎月勤労統計調査地方調査」と

して吸収した。さらに、昭和３２年には調査対象となる事業所の最低規模を下げることによ

って零細規模事業所にまで調査範囲を拡大した。また、平成２年には、従来の甲調査と乙調

査を結合し、全国調査の調査体系を５人以上に統一し、地方調査も５人以上の事業所へと拡

充するとともに、５から２９人事業所の抽出方法を変更する等の改正を行った。また、平成

２３年調査は、東日本大震災への対応として、調査対象の地域的範囲の一部を変更して実施

した。 

【調査の構成】 １－毎月勤労統計調査全国調査票（第１種事業所用） ２－毎月勤労統計調査全国調

査票（第２種事業所用） ３－毎月勤労統計調査地方調査票（第１種事業所用） ４－

毎月勤労統計調査地方調査票（第２種事業所用） ５－毎月勤労統計調査特別調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（全国調査：毎月集計する事項のうち、主要なものは調査実施

月の翌々月１０日。その他の集計事項については、集計完了次第。地方調査：毎月集計する

事項のうち、主要なものは調査実施月の翌々月中。その他の集計事項は、集計完了次第。特

別調査：調査実施年内） 

※ 

【調査票名】 １－毎月勤労統計調査全国調査票（第１種事業所用） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、岩手県、宮城県、福島県の３県においては、平成２３年３月

及び４月分（宮城県については３月、４月及び５月分）について、全国調査のうち調査

員調査で行っている部分及び地方調査について調査を行わない。また、東京電力福島第

一原子力発電所周辺の一部地域においては、平成２３年３月分から当面の間、調査を行

わない。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学

習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されない

もの）（外国公務を除く。）」に属する常用労働者を常時３０人以上雇用する事業所 （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿（平成２４年１月分調査から平成２１

年経済センサス－基礎調査結果名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１７，０００／１，８００，０００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在（給与
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締切日の定めがある場合には、毎月最終給与締切日現在） （系統）厚生労働省－都道

府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月の１０日 

【調査事項】 １．主要な生産品の名称又は事業の内容、２．調査期間及び操業日数、３．企業規模、

４．性別常用労働者数及びパートタイム労働者数並びに常用労働者に係る性別異動状況、

出勤日数、所定内労働時間数、所定外労働時間数、決まって支給する給与額及び特別に

支払われた給与額、５．常用労働者に係る超過労働給与額及び特別に支払われた給与の

名称別金額、６．パートタイム労働者に係る異動状況、出勤日数、所定内労働時間数、

所定外労働時間数、決まって支給する給与額、超過労働給与額及び特別に支払われた給

与額、７．雇用、給与及び労働時間の変動に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ２－毎月勤労統計調査全国調査票（第２種事業所用） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、岩手県、宮城県、福島県の３県においては、平成２３年３月

及び４月分（宮城県については３月、４月及び５月分）について、全国調査のうち調査

員調査で行っている部分及び地方調査について調査を行わない。また、東京電力福島第

一原子力発電所周辺の一部地域においては、平成２３年３月分から当面の間、調査を行

わない。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学

習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されない

もの）（外国公務を除く。）」に属する常用労働者を常時５人以上３０人未満雇用する事業

所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿（平成２５年１月分調査から

平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／１，８００，０００ （配布）調査

員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）自計・他計併用 （把握時）

毎月末現在（給与締切日の定めがある場合には、毎月最終給与締切日現在） （系統）

厚生労働省－都道府県－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月の１０日 

【調査事項】 １．主要な生産品の名称又は事業の内容、２．調査期間及び操業日数、３．企業規模、

４．性別常用労働者数及びパートタイム労働者数並びに常用労働者に係る性別異動状況、

出勤日数、所定内労働時間数、所定外労働時間数、決まって支給する給与額及び特別に

支払われた給与額、５．常用労働者に係る超過労働給与額及び特別に支払われた給与の

名称別金額、６．パートタイム労働者に係る異動状況、出勤日数、所定内労働時間数、

所定外労働時間数、決まって支給する給与額、超過労働給与額及び特別に支払われた給

与額、７．雇用、給与及び労働時間の変動に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ３－毎月勤労統計調査地方調査票（第１種事業所用） 
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【調査対象】 （地域）全国（ただし、岩手県、宮城県、福島県の３県においては、平成２３年３月

及び４月分（宮城県については３月、４月及び５月分）について、全国調査のうち調査

員調査で行っている部分及び地方調査について調査を行わない。また、東京電力福島第

一原子力発電所周辺の一部地域においては、平成２３年３月分から当面の間、調査を行

わない。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学

習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されない

もの）（外国公務を除く。）」に属する常用労働者を常時３０人以上雇用する事業所 （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿（平成２４年１月分調査から平成２１

年経済センサス－基礎調査結果名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，０００／１，８００，０００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在（給与

締切日の定めがある場合には、毎月最終給与締切日現在） （系統）厚生労働省－都道

府県－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月の１０日 

【調査事項】 １．主要な生産品の名称又は事業の内容、２．調査期間及び操業日数、３．企業規模、

４．性別常用労働者数及びパートタイム労働者数並びに常用労働者に係る性別異動状況、

出勤日数、所定内労働時間数、所定外労働時間数、決まって支給する給与額及び特別に

支払われた給与額、５．常用労働者に係る超過労働給与額及び特別に支払われた給与の

名称別金額、６．パートタイム労働者に係る異動状況、出勤日数、所定内労働時間数、

所定外労働時間数、決まって支給する給与額、超過労働給与額及び特別に支払われた給

与額、７．雇用、給与及び労働時間の変動に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ４－毎月勤労統計調査地方調査票（第２種事業所用） 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、岩手県、宮城県、福島県の３県においては、平成２３年３月

及び４月分（宮城県については３月、４月及び５月分）について、全国調査のうち調査

員調査で行っている部分及び地方調査について調査を行わない。また、東京電力福島第

一原子力発電所周辺の一部地域においては、平成２３年３月分から当面の間、調査を行

わない。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学

習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されない

もの）（外国公務を除く。）」に属する常用労働者を常時５人以上３０人未満雇用する事業

所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿（平成２５年１月分調査から
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平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２２，０００／１，８００，０００ （配布）調査

員・オンライン （取集）調査員・オンライン （記入）自計・他計併用 （把握時）

毎月末現在（給与締切日の定めがある場合には、毎月最終給与締切日現在） （系統）

厚生労働省－都道府県－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月の１０日 

【調査事項】 １．主要な生産品の名称又は事業の内容、２．調査期間及び操業日数、３．企業規模、

４．性別常用労働者数及びパートタイム労働者数並びに常用労働者に係る性別異動状況、

出勤日数、所定内労働時間数、所定外労働時間数、きまって支給する給与額及び特別に

支払われた給与額、５．常用労働者に係る超過労働給与額及び特別に支払われた給与の

名称別金額、６．パートタイム労働者に係る異動状況、出勤日数、所定内労働時間数、

所定外労働時間数、きまって支給する給与額、超過労働給与額及び特別に支払われた給

与額、７．雇用、給与及び労働時間の変動に関連する事項 

※ 

【調査票名】 ５－毎月勤労統計調査特別調査票 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、岩手県、宮城県、福島県の３県においては、平成２３年３月

及び４月分（宮城県については３月、４月及び５月分）について、全国調査のうち調査

員調査で行っている部分及び地方調査について調査を行わない。また、東京電力福島第

一原子力発電所周辺の一部地域においては、平成２３年３月分から当面の間、調査を行

わない。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる「鉱業，採石

業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学

習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されない

もの）（外国公務を除く。）」に属する、調査期日現在において、常用労働者を５人未満雇

用する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿（平成２５年調査

から平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２５，０００／２，２００，０００ （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）毎年７月３１日現在（給与締切日の定

めがある場合には、７月の最終給与締切日現在） （系統）厚生労働省－都道府県－調

査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１０日 

【調査事項】 １．事業所名、２．主要な生産品の名称又は事業の内容、３．調査期間、４．企業規

模、５．常用労働者の数、６．常用労働者ごとの次に掲げる事項（１）氏名及び性、（２）

通勤又は住み込みの別及び家族労働者であるかどうかの別、（３）年齢及び勤続年数、（４）

出勤日数及び１日の実労働時間数、（５）決まって支給する現金給与額、（６）特別に支

払われた現金給与額 
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【調査名】 賃金構造基本統計調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月４日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 本調査は、主要産業に雇用される労働者について、その賃金の実態を雇用形態、就業形態、

職種、性、年齢、学歴、勤続年数、経験年数別等に明らかにすることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は昭和３３年から昭和３５年まで３回にわたり、賃金構造基本調査として実施して

いたものを、昭和３６年に拡大し、名称を賃金実態総合調査に変更したが、昭和３９年以降

現行名称に改め、昭和３９年、昭和４２年、昭和４５年、昭和４８年、昭和５１年及び昭和

５４年の順に３年ごとに大規模調査を、その他の年には小規模調査を行った。昭和５７年に

は各年のサンプル数を平準化し、中規模調査とし、昭和６０年には営業用大型貨物自動車運

転者、営業用普通・小型貨物自動車運転者の２職種を対象に追加し、また、昭和６２年には

男女雇用機会均等法の施行に伴い、女子大卒業者（技術系）等の採用人員、初任給額が追加

された。さらに、平成１３年には、介護保険法の施行に伴う介護支援専門員等の新しい職種

の追加や労働者数の少なくなった職種の廃止等を行い、平成１６年には、常用労働者に該当

しない労働者についての調査の実施等を行った。また、平成２３年調査は、東日本大震災へ

の対応として、岩手労働局長、宮城労働局長及び福島労働局長から厚生労働大臣への調査票

の提出期限を変更して実施した。 

【調査の構成】 １－事業所票 ２－個人票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年３月、詳細：調査実施年の翌年６月） 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、一部島しょ部を除く。） （単位）事業所 （属性）日本標

準産業分類に掲げる「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・

熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保

険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事

サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サ

ービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」に属する事業所であって、常用

労働者１０人以上を雇用する事業所及び常用労働者５人以上９人以下を雇用する事業所 

（抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿（平成２４年調査以降は平成２１

年経済センサス－基礎調査結果名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８０，０００／１，４００，０００ （配布）調査

員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）厚生労

働省－都道府県労働局－労働基準監督署－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月１日～７月３１日（ア．調査票の配布を受けた

事業主は、調査票を調査実施年の７月３１日までに都道府県労働局長に提出する。イ．

都道府県労働局長は、提出された調査票を審査し、これを取りまとめ、調査実施年の

８月２０日までに厚生労働大臣に提出する。（ただし、平成２３年調査の岩手労働局長、

宮城労働局長及び福島労働局長にあっては、９月１２日までに厚生労働大臣に提出す
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る。） 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地、２．主要な生産品の名称又は事業の内容、３．事業所

の雇用形態別労働者数、４．企業全体の常用労働者数、５．新規学卒者の初任給額及び

採用人員（民営の事業所に限る。） 

※ 

【調査票名】 ２－個人票 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、一部島しょ部を除く。） （単位）個人 （属性）日本標準

産業分類に掲げる「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・

熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保

険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事

サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サ

ービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」に属する事業所であって、常用

労働者１０人以上を雇用する事業所に雇用される常用労働者及び常用労働者５人以上９

人以下を雇用する事業所に雇用される常用労働者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業

統計調査結果名簿（平成２４年調査以降は平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００，０００／３９，０００，０００ （配

布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）

厚生労働省－都道府県労働局－労働基準監督署－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月１日～７月３１日（ア．調査票の配布を受けた

事業主は、調査票を調査実施年の７月３１日までに都道府県労働局長に提出する。イ．

都道府県労働局長は、提出された調査票を審査し、これを取りまとめ、調査実施年の

８月２０日までに厚生労働大臣に提出する。（ただし、平成２３年調査の岩手労働局長、

宮城労働局長及び福島労働局長にあっては、９月１２日までに厚生労働大臣に提出す

る。） 

【調査事項】 １．労働者の番号又は氏名、２．性、３．雇用形態、４．就業形態、５．最終学歴、

６．年齢、７．勤続年数、８．労働者の種類、９．役職又は職種、１０．経験年数、１

１．実労働日数、１２．所定内実労働時間数、１３．超過実労働時間数、１４．決まっ

て支給する現金給与額、１５．超過労働給与額、１６．通勤手当、１７．精皆勤手当、

１８．家族手当、１９．昨年１年間の賞与、期末手当等特別給与額 
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【調査名】 農業経営統計調査（平成２３年承認・２回目） 

【承認年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部経営・構造統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、農業経営

統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、農業経営体の経営及び農産物

の生産費の実態を明らかにするとともに、農業行政に必要な基礎資料を得ることを目的とす

る。 

【沿 革】 従来の農家経済調査（指定統計第３６号）及び米生産費統計調査（指定統計第１００号）

並びに米以外の農産物、畜産物及び繭の生産費調査（承認統計調査）を整理・統合し、新た

に指定統計として指定され、平成６年７月から調査を実施している。その後、家計費に係る

調査の家計調査（指定統計第５６号）への一元化に伴い、本調査から家計収支の実態を明ら

かにする部分が削除されるとともに、自給的農家が調査対象から除外され、平成１２年１月

から適用されている。また、平成１８年１月から、農家以外の農業経営体（組織経営体）の

うち、会社や法人組織経営について自計による郵送調査（郵送回収）を導入した。そして、

平成２４年１月から、１．「なたね、そば等生産費調査」（一般統計調査）との統合や調査対

象範囲の変更による調査体系の変更、２．調査方法の多様化（決算書類等の活用、オンライ

ン調査の導入）等を行って実施している。調査の実施に当たっては、東日本大震災への対応

として、被災地域を調査対象から除外し、標本を再配分する措置がとられた。 

【調査の構成】 １－現金出納帳 ２－作業日誌 ３－経営台帳（個別経営体用） ４－経営台帳（組

織法人経営体用） ５－経営台帳（任意組織経営体用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（営農類型別経営統計：調査実施年の翌年７月、１０月、農畜

産物生産費統計：調査実施年の翌年６月、７月、８月、１０月） 

※ 

【調査票名】 １－現金出納帳 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物の販売を目

的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１０年世界農林業センサ

ス、平成２２年集落営農実態調査

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４４７／２，８３０，３１２ （配布）職員 （取

集）郵送・職員・オンライン （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）①地方農

政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局

－報告者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センタ

ー管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域

外）農林水産省－地方農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省

－北海道農政事務所－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－

北海道農政事務所－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産

センター－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－

地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．収入・支出（農業経営に係る贈り物・もらい物を含む。）、２．家計または農業生
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産関連事業に使った生産物（自営に使用する生産費該当生産物）、３．農外等収入、４．

農外等支出 

※ 

【調査票名】 ２－作業日誌 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物の販売を目

的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１０年世界農林業センサ

ス、平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，４４７／２，８３０，３１２ （配布）職員 （取

集）郵送・職員・オンライン （記入）自計 （把握時）月末現在 （系統）①地方農

政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局

－報告者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センタ

ー管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域

外）農林水産省－地方農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省

－北海道農政事務所－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－

北海道農政事務所－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産

センター－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－

地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．作業区分、作業者名、１日当たり標準労働時間、作業日、２．労働時間（日付、

作物名、作業内容、家族・住み込みの年雇及び雇用別労働時間）、３．生産費該当品目に

使用した資材（品名、数量） 

※ 

【調査票名】 ３－経営台帳（個別経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物の販売を目

的とする経営体 （抽出枠）２００５年農林業センサス、２０１０年世界農林業センサ

ス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，８６６／２，８１５，９８８ （配布）職員 （取

集）郵送・職員・オンライン （記入）併用 （把握時）年末現在 （系統）①地方農

政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局

－報告者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センタ

ー管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域

外）農林水産省－地方農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省

－北海道農政事務所－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－

北海道農政事務所－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産

センター－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－

地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．世帯員（氏名、性別、生年月、就業状況等）、２．土地（１）総括表（種類、地

目、ほ場名・地番、土地台帳面積又は総面積、課税評価額、負担割合等）、（２）異動表
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（移動事由、異動年月、種類、地目、異動後の地目、異動面積）、３．建物及び自動車・

農機具（１）総括表（種類、構造、新古区分、取得年月、取得価額、年始め延べ面積、

農業、農外、家計の負担割合、部門別の負担割合等）、（２）異動表（異動事由、異動年

月、種類、構造、異動延べ面積）、４．植物（１）総括表（種類、品種、植栽年月、取得

価額又は成園価額、年始め植栽面積）、（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、

植栽年月、異動面積）、５．牛馬（１）総括表（種類、品種、販売目的区分、性別、生産

年月、成畜に達した年月、取得年月、取得価額、年始頭数等）、（２）異動表（異動事由、

異動年月、種類、品種、性別、生産年月、成畜に達した年月、頭数等）、６．中小動物（種

類、品種、性別、生産年月、取得年月、頭羽数）、７．現物在庫（１）未処分農産物（品

目、数量）、（２）農業生産資材（品目、該当部門、数量）、８．現金・預貯金等及び借入

金（１）現金・預貯金及び売掛未収入金（区分、名称、年始め現在高、農業負担割合、

年末現在高、農業負担割合）、（２）借入金及び買掛未払金（区分、名称、年始現在高、

負担割合、年末現在高、負担割合）、９．自給牧草（１）作付面積・生産量（種類、作付

面積、牧草生産量、収穫回数）、（２）牧草費用価減価償却配賦表（資産等、種類、構造・

型式、牧草名等）、１０．調査客体概況（１）営農類型別統計関連項目、（２）農産物生

産費統計関連共通項目、（３）米生産費統計関連項目、（４）麦類・大豆・畑作物生産費

統計、（５）牛乳生産費・肉用牛生産費・肥育豚生産費統計関連共通項目、（６）牛乳生

産費統計関連項目、（７）子牛生産費統計関連項目、（８）肥育豚生産費統計関連項目 

※ 

【調査票名】 ４－経営台帳（組織法人経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物の販売を目

的とする経営体 （抽出枠）２０１０年世界農林業センサス、平成２２年集落営農実態

調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３６９／１０，５９７ （配布）職員 （取集）郵

送・職員・オンライン （記入）併用 （把握時）年末現在 （系統）①地方農政局が

所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告

者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄

地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農

林水産省－地方農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海

道農政事務所－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道

農政事務所－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センタ

ー－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農

政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．貸借対照表（１）固定資産細分配賦表（植物及び動物、建物・構築物及び自動車・

農機具、土地、その他）、（２）流動資産・繰延資産・負債・資本科目配賦表、２．損益

計算書（１）農業収入、（２）農業生産関連事業収入の内訳、（３）制度受取金、積立金

等の内訳、（４）農作業受託収入の内訳、（５）事業収入計、（６）事業外収支の内訳、（７）

科目配賦表、（８）法人税等引当額、３．調査客体概況（１）水陸稲、麦類、雑穀、豆類、
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いも類、工芸農作物及び飼料作物の作付面積等、（２）野菜及び花きの作付面積、（３）

果樹（茶、桑を含む。）の植栽面積等、（４）畜産物の販売状況等、（５）農作業受託及び

生産調整田面積、（６）構成員の状況等、（７）事業従事者数、（８）投資と資金、（９）

経営耕地面積等、（１０）決算期 

※ 

【調査票名】 ５－経営台帳（任意組織経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）農業経営体のうち、農産物の販売を目

的とする経営体 （抽出枠）平成２２年集落営農実態調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２１２／３，７２７ （配布）職員 （取集）郵送・

職員・オンライン （記入）併用 （把握時）年末現在 （系統）①地方農政局が所在

する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、

②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産

省－地方農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政

事務所－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事

務所－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報

告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－

取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年 

【調査事項】 １．建物及び自動車・農機具（１）総括表（種類、構造、新古区分、取得年月、取得

価額、年始め延べ面積、農業、農外、家計の負担割合、部門別の負担割合等）、（２）異

動表（異動事由、異動年月、種類、構造、異動延べ面積）、２．植物（１）総括表（種類、

品種、植栽年月、取得価額又は成園価額、年始め植栽面積）、（２）異動表（異動事由、

異動年月、種類、品種、植栽年月、異動面積）、３．牛馬（１）総括表（種類、品種、販

売目的区分、性別、生産年月、成畜に達した年月、取得年月、取得価額、年始頭数等）、

（２）異動表（異動事由、異動年月、種類、品種、性別、生産年月、成畜に達した年月、

頭数等）、４．中小動物（種類、品種、性別、生産年月、取得年月、頭羽数）、５．現物

在庫（１）未処分農産物（品目、数量）、（２）農業生産資材（品名、該当部門、数量）、

６．現金・預貯金等及び借入金（１）現金・預貯金及び売掛未収入金（区分、名称、年

始め現在高、農業負担割合、年末現在高、農業負担割合）、（２）借入金及び買掛未払金

（区分、名称、年始現在高、負担割合、年末現在高、負担割合）、７．調査客体概況（１）

水陸稲、麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物及び飼料作物の作付け面積等、（２）野

菜及び花きの作付面積、（３）果樹（茶、桑を含む。）の植栽面積等、（４）畜産物の販売

状況等、（５）農作業受託及び生産調整田面積、（６）構成員の状況等、（７）事業従事者

数、（８）経営耕地面積等、（９）決算期  
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【調査名】 農林業センサス（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部センサス統計室 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、農林業構

造統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、我が国の農林行政に係る諸

施策及び農林業に関して行う諸統計調査に必要な基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 我が国における農業に関するセンサスは、経済統計に関する国際条約に基づいて１０年目

ごとに行われる世界センサスと、その後５年目ごとの中間年次に行われる国内センサスとい

う２つの性格のものが、同一体系の下に実施されている。このセンサスの出発点をなすもの

は、昭和２５年に行われた「１９５０年世界農業センサス」であるが、その後は、昭和３０

年に「昭和３０年臨時農業基本調査」として、別個の形の調査が行われたほか、昭和３５年

の「１９６０年世界農林業センサス」からは、世界センサスに林業に関する調査が加えられ

た。平成２年調査の「１９９０年世界農林業センサス」から、新たに「農業サービス事業体

調査」が加わるとともに、調査対象農業事業体の経営耕地面積などの下限基準の見直し、小

規模農家の調査の簡略化などかつてない大幅な改正が行われている。平成１２年調査の「２

０００年世界農林業センサス」から、新たに「林業サービス事業体等調査」が加わるととも

に、調査対象林業事業体の保有山林面積の下限基準の見直し、小規模農家の調査票を専用の

調査票とするなどの改正が行われている。また、平成１７年調査の「２００５年農林業セン

サス」から、農林業の基本的構造について経営体を基礎として把握するため、従来、形態別

に分かれていた事業体に係る調査を農林業経営体に係る調査に再編成（統合）し、農業と林

業に分かれていた地域調査を農山村地域調査に再編成し、林業に係る調査を５年周期とする

などの大規模な改正が行われている。 

【調査の構成】 １－農林業経営体調査票 ２－農山村地域調査票（市区町村調査用） ３－農山村地

域調査票（農業集落調査用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２２年１１月、詳細：平成２３年３月末以降） 

※ 

【調査票名】 １－農林業経営体調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農林業経営体 （属性）農林業経営体（試験研究機関、教育

機関、福利厚生施設その他の営利を目的としないものは除く。また、林業を行う者につ

いては、森林施業計画に従って施業を行う者又は保有山林において調査期日前５年間継

続して育林若しくは伐採を実施した者、並びに素材生産業において調査期日前１年間に

２００立方メートル以上の素材生産を行った者を対象とする。） （抽出枠）農林業経営

体客体候補名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，０９０，０００ （配布）調査員（職員） （取集）

調査員（職員） （記入）自計 （把握時）平成２２年２月１日現在 （系統）農林水

産省－都道府県－市区町村－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）平成２２

年１月１５日～２月２８日 

【調査事項】 １．経営の態様に関する事項、２．世帯の状況に関する事項、３．農業経営の特徴に
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関する事項、４．経営耕地面積等に関する事項、５．農業用機械の所有に関する事項、

６．農業労働力に関する事項、７．農作物の作付面積等及び家畜の飼養状況に関する事

項、８．農産物の販売金額等に関する事項、９．農作業委託及び受託の状況に関する事

項、１０．保有山林面積に関する事項、１１．林業労働力に関する事項、１２．育林面

積等及び素材生産量に関する事項、１３．林産物の販売金額等に関する事項、１４．林

業作業の受託の状況に関する事項、１５．その他農林業経営体の現況を把握するために

必要な事項 

※ 

【調査票名】 ２－農山村地域調査票（市区町村調査用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・

オンライン （記入）自計 （把握時）平成２２年２月１日現在 （系統）①地方農政

局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－

報告者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター

管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北

海道農政事務所－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海

道農政事務所－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産セン

ター－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方

農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）平成２２

年１月１５日～２月２８日 

【調査事項】 １．農地・森林の状況等に関する事項、２．地域資源の保全・活用状況に関する事項、

３．総土地面積・林野面積に関する事項、４．農業集落の立地条件等に関する事項、５．

その他農山村地域の現況を把握するために必要な事項 

※ 

【調査票名】 ３－農山村地域調査票（農業集落調査用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業集落 （属性）農業集落（全域が市街化区域の農業集落

を除く。） （抽出枠）農林業センサス農業集落名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４０，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）併用 （把握時）平成２２年２月１日現在 （系統）①地方農政局が所在する府県

であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、

②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水

産省－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖

縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）
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－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「０」と「５」の年に実施） （実施期日）平成２２

年１月１５日～２月２８日 

【調査事項】 １．農地・森林の状況等に関する事項、２．地域資源の保全・活用状況に関する事項、

３．総土地面積・林野面積に関する事項、４．農業集落の立地条件等に関する事項、５．

その他農山村地域の現況を把握するために必要な事項  
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【調査名】 漁業センサス（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部センサス統計室 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、漁業セン

サス（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、我が国の漁業の生産構造、就

業構造及び漁村、水産物流通・加工業等の漁業を取りまく実態を明らかにするとともに、我

が国の水産行政の推進に必要な基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 第１次漁業センサスは、農林水産業調査（指定統計第３号）の一環として昭和２４年３月

１日現在で行われた。第２次漁業センサス（昭和２９年１月１日。準備調査と漁業従事者世

帯調査は、昭和２８年１１月１日現在）から指定統計第６７号として５年目ごとに行う方針

がとられたが、昭和３３年には、これに代えて、沿岸漁業臨時調査（指定統計第９６号）が

行われた。 

【調査の構成】 １－漁業経営体調査票 ２－漁業管理組織調査票 ３－海面漁業地域調査票 ４－内

水面漁業経営体調査票 ５－内水面漁業地域調査票 ６－魚市場調査票 ７－冷凍・冷

蔵、水産加工場調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２１年８月、詳細：平成２１年１２月） 

※ 

【調査票名】 １－漁業経営体調査票 

【調査対象】 （地域）原則として、海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）

第８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）漁業経営体 

（属性）漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１５，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）併用 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）農林水産省－都道府県－市

区町村－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）平成２０

年１０月１５日～１１月２０日 

【調査事項】 １．漁業種類、使用漁船、養殖施設その他漁業経営体の経営の状況、２．個人の漁業

経営体の世帯の状態及び世帯員の漁業就業日数その他の就業状況 

※ 

【調査票名】 ２－漁業管理組織調査票 

【調査対象】 （地域）原則として、海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）

第８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）漁業管理組織 

（属性）漁業管理組織 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

併用 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）地方農政局が所在する府県であ

って地域センターが所在しない府県：①農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、②

地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水
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産省－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖

縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）平成２０

年１０月１５日～１１月２０日 

【調査事項】 １．漁業管理組織の概要、２．漁業管理の内容 

※ 

【調査票名】 ３－海面漁業地域調査票 

【調査対象】 （地域）原則として、海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）

第８６条第１項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）漁業協同組合 

（属性）漁業協同組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

併用 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）①地方農政局が所在する府県で

あって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、②

地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水

産省－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖

縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）平成２０

年１０月１５日～１１月２０日 

【調査事項】 １．生産条件、２．活性化の取組 

※ 

【調査票名】 ４－内水面漁業経営体調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）漁業経営体 （属性）漁業経営体 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，５００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

併用 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）①地方農政局が所在する府県で

あって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、②

地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水

産省－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖
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縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）平成２０

年１０月１５日～１１月２０日 

【調査事項】 １．漁業種類、使用漁船、養殖施設その他漁業経営体の漁業経営の状況、２．個人の

漁業経営体の世帯の状態及び世帯員の就業状況 

※ 

【調査票名】 ５－内水面漁業地域調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）内水面組合 （属性）内水面組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

併用 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）①地方農政局が所在する府県で

あって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、②

地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水

産省－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖

縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）平成２０

年１０月１５日～１１月２０日 

【調査事項】 １．組合員数、２．漁場環境、３．遊漁の状況、４．活性化の取組、５．その他内水

面漁業地域の現況を把握するために必要な事項 

※ 

【調査票名】 ６－魚市場調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）魚市場 （属性）魚市場 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９００ （配布）調査員 （取集）調査員・オンライン （記

入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）①地方農政局が所在する府

県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、

②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水

産省－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄

総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖

縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）平成２０
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年１０月１５日～１１月２０日 

【調査事項】 １．魚市場の施設及び取扱高、２．その他魚市場の現況を把握するために必要な事項 

※ 

【調査票名】 ７－冷凍・冷蔵、水産加工場調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）水産加工業並びに冷凍及び冷蔵施設を営む

事業所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２，０００ （配布）調査員 （取集）調査員・オンラ

イン （記入）自計 （把握時）平成２０年１１月１日現在 （系統）①地方農政局が

所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－調査

員－報告者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域セン

ター管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センタ

ー管轄地域外）農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管

轄地域）農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センタ

ー管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産

省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在

しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター）－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年（西暦の末尾が「３」と「８」の年に実施） （実施期日）平成２０

年１０月１５日～１１月２０日 

【調査事項】 １．事業内容、２．従業者数、３．その他冷凍・冷蔵、水産加工場の現況を把握する

ために必要な事項  
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【調査名】 作物統計調査（平成２３年承認・２回目） 

【承認年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、作物統計

（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成することにより耕地及び作物の生産に

関する実態を明らかにし、農業行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 昭和２２年に開始し、昭和２５年から指定統計調査として実施している。昭和５４年には、

一部調査事項について調査項目の区分及び調査期日の変更を行った。平成１４年には、（１）

関連する承認統計調査を含めた調査体系の整備、（２）調査対象品目の選定基準の策定、（３）

調査票の統廃合、ＯＣＲ化等を実施した。平成１７年には、（１）作付予定面積調査及び野

菜・果樹に係る予想収穫量調査の廃止、（２）てんさい・さとうきびに関する作付面積調査

及び予想収穫量・収穫量調査の郵送調査化等の変更を行った。平成１９年には、（１）かん

しょ及び甘味資源作物（てんさい及びさとうきび）に係る予想収穫量調査の廃止、（２）耕

地面積調査及び水稲に係る作付面積調査において、調査員による実測調査の導入、（３）水

稲以外の作物に係る作付面積調査については農業協同組合その他の関係団体を対象に、水稲

以外の作物に係る収穫量調査については関係団体及び標本経営体を対象に往復郵送化をそ

れぞれ実施した。統計法の全部改正に伴い、平成２１年４月から基幹統計調査に移行してい

る。 

【調査の構成】 １－耕地面積調査 ２－作付面積調査 ３－作柄概況調査 ４－予想収穫量調査 ５

－収穫量調査 ６－被害応急調査 ７－共済減収調査 

【公 表】 インターネット及び印刷物（各公表の公表予定時期については、おおむね次のとおり。１．

耕地面積調査は、１０月下旬、２．作付面積調査は、作物ごとにそれぞれ６月中旬～翌年の

２月上旬の間、３．作柄概況調査は、７月～９月の各下旬、４．予想収穫量調査は、１０月

下旬、５．収穫量調査は作物ごとにそれぞれ６月中旬～翌年５月下旬までの間、６．被害応

急調査は、原則として四半期ごと及び天災融資法発動の際、７．共済減収調査は、各作物ご

とに調査実施後３か月以内。） 

【備 考】 本調査は、調査事項や作物の種類により、約３０種類の調査票により行われているが、こ

こでは、調査内容の種別により、７種類に区分して記載している。 

※ 

【調査票名】 １－耕地面積調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）（調査員又は職員による実測調査） （取集）（調査員

又は職員による実測調査） （記入）他計 （把握時）毎年７月１５日現在 （系統）

①地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地

方農政局、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センタ

ー管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター、（地域センター管轄地域外）農林

水産省－地方農政局、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政事務

所－地域センター、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所、④沖縄

県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、⑤地方農政局が所在しな
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い都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地

域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月上旬～７月下旬 

【調査事項】 １．耕地の田畑別面積、２．耕地の田畑別の拡張及びかい廃面積 

※ 

【調査票名】 ２－作付面積調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年又は５年ご

とに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） （単位）圃場、協同組合、

事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、

製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、その他の関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者

（農林業経営体を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）７，８２０／２６，９２０ （配

布）郵送・調査員・職員 （取集）郵送・調査員・職員 （記入）併用 （把握時）作

物により、７月１５日、９月１日又は収穫期 （系統）①地方農政局が所在する府県で

あって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－報告者、②地方農政

局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）農林水産

省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－地方

農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政事務所－

地域センター－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所－報

告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－報告者、⑤

地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまと

め地域センター－（地域センター）－報告者（水稲については、調査員又は職員による

実測調査） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）水稲については、７月上旬～７月下旬。それ以外の作物

については、把握時の前後の期間 

【調査事項】 作物の種類別作付面積 

※ 

【調査票名】 ３－作柄概況調査 

【調査対象】 （地域）全国（７月１５日現在調査については、徳島県、高知県、宮崎県、鹿児島県

及び沖縄県） （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）（職員による実測調査） （取集）（職員による実測調

査） （記入）他計 （把握時）７月１５日、８月１５日及びもみ数確定期 （系統）

①地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地

方農政局、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センタ

ー管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター、（地域センター管轄地域外）農林

水産省－地方農政局、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政事務

所－地域センター、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所、④沖縄

県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、⑤地方農政局が所在しな

い都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地
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域センター） 

【周期・期日】 （周期）年３回 （実施期日）把握時の前後の期間 

【調査事項】 水稲の時期別の作柄概況 

※ 

【調査票名】 ４－予想収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）（職員による実測調査） （取集）（職員による実測調

査） （記入）他計 （把握時）毎年１０月１５日現在 （系統）①地方農政局が所在

する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局、②地方農

政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）農林水

産省－地方農政局－地域センター、（地域センター管轄地域外）農林水産省－地方農政局、

③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政事務所－地域センター、（地

域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所、④沖縄県：農林水産省－内閣

府沖縄総合事務局－農林水産センター、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除

く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１０月中旬 

【調査事項】 水稲の予想収穫量 

※ 

【調査票名】 ５－収穫量調査 

【調査対象】 （地域）全国（作物によっては一部の地域。また、作物によっては、３年又は５年ご

とに全国調査を行い、その中間年には主産県で調査を行う。） （単位）圃場、協同組合、

事業所又は企業、世帯 （属性）１．圃場、２．農業協同組合、荒茶工場、製糖会社、

製糖工場、集出荷団体、集出荷業者、その他の関係団体、３．耕地の所有者又は耕作者

（農林業経営体を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数・無作為抽出・有意抽出 （客体数）９４，３２０／９９４，５２０ （配

布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記入）併用 （把握時）作物ごとの収穫期 （系

統）①地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省

－地方農政局－報告者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する

県：（地域センター管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－報告者、（地域

センター管轄地域外）農林水産省－地方農政局－報告者、③北海道：（地域センター管轄

地域）農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－報告者、（地域センター管轄地域

外）農林水産省－北海道農政事務所－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合

事務局－農林水産センター－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除

く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－報告者

（水稲については、職員による実測調査） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）把握時の前後の期間 

【調査事項】 作物の種類別収穫量（水稲にあってはその災害種類別の被害量、果樹及び野菜にあっ

ては出荷量を含む。花きにあっては出荷量に限る。） 

※ 
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【調査票名】 ６－被害応急調査 

【調査対象】 （地域）作物について重大な被害が発生したと認められる地域 （単位）圃場 （属

性）圃場 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）（職員による実測調査） （取集）（職員による実測調査） 

（記入）他計 （把握時）農作物に重大な被害が発生したとき （系統）①地方農政局

が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局、②

地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）

農林水産省－地方農政局－地域センター、（地域センター管轄地域外）農林水産省－地方

農政局、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政事務所－地域セン

ター、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所、④沖縄県：農林水産

省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖

縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）農作物に重大な被害が発生したと認められる場合、速や

かに行う。 

【調査事項】 災害を受けた作物（作物について重大な災害等が発生したと認められる地域内にある

作物の栽培の用に供される土地のうちからセンターの長が選定した土地において栽培さ

れる作物）の災害種類別作付面積及び被害量 

※ 

【調査票名】 ７－共済減収調査 

【調査対象】 （地域）農作物、畑作物及び果樹共済事業を実施する都道府県のうち、当該作物ごと

に農林水産省統計部長が定める都道府県 （単位）圃場 （属性）圃場 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （配布）（職員による実測調査） （取集）（職員による実測調

査） （記入）他計 （把握時）作物により、収穫期又は暴風雨が発生したとき （系

統）①地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省

－地方農政局、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域セ

ンター管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター、（地域センター管轄地域外）

農林水産省－地方農政局、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政

事務所－地域センター、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所、④

沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター、⑤地方農政局が所在

しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－

（地域センター） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）原則として収穫期に行う。ただし、りんご、ぶどう、な

し及びももについては、暴風雨が発生した場合、速やかに行う。 

【調査事項】 作物（農業災害補償法第８４条第１項第１号、第４号及び第６号に掲げる作物の栽培

の用に供される土地のうちから当該作物の種類ごとに抽出した土地において栽培される

当該作物）の種類別共済基準減収量及び当該基準減収量に係る作付面積 
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【調査名】 木材統計調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、木材統計

（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、素材生産並びに木材製品の生産及

び出荷等に関する実態を明らかにし、林業行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２８年から実施しており、昭和３５年に標本工場調査の一部（製材用入荷

素材記帳簿）廃止、昭和４６年に「製材統計調査」から「製材統計」に名称変更、昭和４８

年に標本工場調査の実施周期の短縮（隔月→毎月）、昭和６２・６３年に電子計算機を活用

した地方分散処理の導入、平成１２年に基礎調査の調査員調査化及び標本工場調査の郵送調

査化、平成１３年に調査票のＯＣＲ化及び基礎調査の標本調査化の見直しを行っている。ま

た、平成１７年には、製材統計調査と木材統計調査（承認統計調査）の統合・再編による木

材統計に関する調査体系を整理し、調査の範囲や調査事項等の変更を行うとともに、調査の

名称を「木材統計調査」に変更した。 

【調査の構成】 １－基礎調査票 ２－製材月別調査票 ３－合単板月別調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：［基礎調査票］調査実施年の翌年４月２０日、［製材月

別調査票及び合単板月別調査票］調査実施月の翌月の２５日、詳細：逐次） 

※ 

【調査票名】 １－基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる中分類「木材・

木製品製造業（家具を除く）」のうち、「一般製材業」、「単板（ベニヤ）製造業」、「木材

チップ製造業」及び「合板製造業」に属する事業所（ただし、「一般製材業」に属する事

業所は、出力数７．５ｋＷ以上の製材用動力を有する事業所） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，９００／８，５００ （配布）郵送・調査員・

オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）併用 （把握時）毎年１２

月３１日現在 （系統）農林水産省－地方農政局等－取りまとめ地域センター－調査員

－報告者、農林水産省－地方農政局等－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月上旬～２月９日 

【調査事項】 １．製材工場等の名称・所在地及び代表者の氏名、２．製材に用いる動力の出力数、

３．従業者数、素材の入荷量（転売量を含む。）、消費量及び在庫量、４．製材品の出荷

量及び在庫量、５．木材チップの生産量及び在庫量、６．合板の生産量及び在庫量 

※ 

【調査票名】 ２－製材月別調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる中分類「木材・

木製品製造業（家具を除く）」のうち、「一般製材業」に属する事業所かつ出力数７．５

ｋＷ以上の製材用動力を有する事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２００／６，７００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）農

林水産省－地方農政局等－取りまとめ地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局
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等－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査実施月の翌月１６日 

【調査事項】 １．製材に用いる動力の出力数、２．素材の入荷量（転売量を含む。）、消費量及び在

庫量、３．製材品の生産量、出荷量及び在庫量、４．製材用素材の消費見込量その他製

材についての実態を把握するために必要な事項 

※ 

【調査票名】 ３－合単板月別調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる中分類「木材・

木製品製造業（家具を除く）」のうち、「単板（ベニヤ）製造業」及び「合板製造業」に

属する事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７０／２００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）農林水産省－地

方農政局等－取りまとめ地域センター－報告者、農林水産省－地方農政局等－報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査実施月の翌月１６日 

【調査事項】 １．素材の入荷量（転売量を含む。）、消費量及び在庫量、２．合板の入荷量、生産量、

出荷量、消費量及び在庫量、３．その他合板についての実態を把握するために必要な事

項  
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【調査名】 海面漁業生産統計調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 本調査は、統計法（平成１９年法律第５３号。以下「法」という。）に基づき、海面漁業

生産統計（法第２条第４項第３号に規定する基幹統計）を作成し、海面漁業の生産に関する

実態を明らかにし、水産行政の基礎資料を整備することを目的とする。 

【沿 革】 昭和２６年４月海面漁業漁獲統計調査として開始し、昭和２７年指定統計となり、昭和４

８年４月に現在の名称に変更し現在に至る。昭和５５年には調査事項の追加を行うとともに、

集計事務の一部に電算処理を導入した。平成７年には地方農政局統計情報部・同局統計情報

事務所と本省間がオンライン化されたことに伴い、局・事務所管内における集計結果を見る

情報処理組織を使用して本省に送付することを導入した。平成１８年には、調査の範囲を従

来の漁業経営体から、原則、水揚機関に変更することにより、調査客体数の大幅な縮減を図

るとともに、調査事項等について大幅な見直しを行い、また、漁業センサスとの役割分担及

び漁業に関する統計の体系的整備を図った。なお、指定漁業を営む場合は、農林水産大臣の

許可を必要とするとともに、漁獲成績報告書の提出を義務付けられているため、本調査にお

いては、この報告書（行政記録情報）が活用されている。 

【調査の構成】 １－稼動量調査票 ２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁漁経営体用、一括

調査用） ３－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁漁経営体用、一括調査用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年の２月、４月、８月及び調査実施年の翌年２月） 

※ 

【調査票名】 １－稼動量調査票 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第８６条第１

項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、事業所 （属性）漁

業経営体 （抽出枠）稼働量調査客体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７６０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 

（把握時）毎年１月１日～１２月３１日 （系統）①地方農政局が所在する府県であっ

て地域センターが所在しない府県：農林水産省－地方農政局－調査員－報告者、②地方

農政局が所在する県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）農林

水産省－地方農政局－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）農林

水産省－地方農政局－調査員－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省

－北海道農政事務所－地域センター－調査員－報告者、（地域センター管轄地域外）農林

水産省－北海道農政事務所－調査員－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合

事務局－農林水産センター－調査員－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄

県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－

調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．海面漁業経営体の氏名又は名称、住所並びに使用した漁船名及びトン数、２．漁

業種類別の出漁日数、３．その他前１及び２に関連する事項 

※ 
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【調査票名】 ２－海面漁業漁獲統計調査票（水揚機関用・漁漁経営体用、一括調査用） 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第８６条第１

項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、事業所、組合 （属

性）漁業経営体及び水揚機関 （抽出枠）前年の調査結果から作成された海面漁業漁獲

統計調査の水揚機関名簿及び水揚機関で把握できない漁業経営体等名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，９３０ （配布）水揚機関用：調査員、漁業経営体用：

郵送、一括調査用：調査員 （取集）水揚機関用：調査員、漁業経営体用：郵送、一括

調査用：調査員 （記入）併用 （把握時）毎年１月１日～１２月３１日（かつお、ま

ぐろ類及び資源回復計画対象魚種については、半年毎１月１日～６月３０日、７月１日

～１２月３１日） （系統）①地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在

しない府県：農林水産省－地方農政局－（調査員）－報告者、②地方農政局が所在する

県であって地域センターが所在する県：（地域センター管轄地域）農林水産省－地方農政

局－地域センター－（調査員）－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－地方

農政局－（調査員）－報告者、③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道

農政事務所－地域センター－（調査員）－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産

省－北海道農政事務所－（調査員）－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合

事務局－農林水産センター－（調査員）－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖

縄県を除く。）：農林水産省－地方農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）

－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（かつお、まぐろ類及び資源回復計画対象魚種は半年） （実施期日）

毎年１月１日～３月３１日（半年毎に行うものにあっては、毎年１月１日～３月３１

日及び７月１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．水揚機関用・漁業経営体用（漁業種類別及び生産物種類別の生産量）、２．一括

調査用（漁業種類・規模別の漁労体数、１漁労体当たり平均出漁日数、１漁労体当たり

平均漁獲量） 

※ 

【調査票名】 ３－海面養殖業収獲統計調査票（水揚機関用・漁漁経営体用、一括調査用） 

【調査対象】 （地域）海面に沿う市区町村及び漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第８６条第１

項の規定により農林水産大臣が指定した市区町村 （単位）世帯、事業所、組合 （属

性）水揚機関、漁業経営体 （抽出枠）前年の調査結果から作成された海面養殖業収獲

統計調査の水揚機関名簿及び水揚機関で把握できない養殖業経営体名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７７０ （配布）水揚機関用：調査員、漁業経営体用：

郵送、一括調査用：調査員 （取集）水揚機関用：調査員、漁業経営体用：郵送、一括

調査用：調査員 （記入）併用 （把握時）毎年１月１日～１２月３１日（のり類及び

かき類については、半年毎１月１日～６月３０日、７月１日～１２月３１日） （系統）

①地方農政局が所在する府県であって地域センターが所在しない府県：農林水産省－地

方農政局－（調査員）－報告者、②地方農政局が所在する県であって地域センターが所

在する県：（地域センター管轄地域）農林水産省－地方農政局－地域センター－（調査員）

－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－地方農政局－（調査員）－報告者、
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③北海道：（地域センター管轄地域）農林水産省－北海道農政事務所－地域センター－（調

査員）－報告者、（地域センター管轄地域外）農林水産省－北海道農政事務所－（調査員）

－報告者、④沖縄県：農林水産省－内閣府沖縄総合事務局－農林水産センター－（調査

員）－報告者、⑤地方農政局が所在しない都府県（沖縄県を除く。）：農林水産省－地方

農政局－取りまとめ地域センター－（地域センター）－（調査員）－報告者 

【周期・期日】 （周期）年（のり類及びかき類は半年） （実施期日）毎年１月１日～３月３１日

（半年毎に行うものにあっては、毎年１月１日～３月３１日及び７月１日～９月３０

日） 

【調査事項】 １．水揚機関用・漁業経営体用（水揚機関名・漁業経営体名、養殖魚種別収獲量、年

間種苗販売量、年間投餌量）、２．一括調査用（養殖魚種名、養殖方法名、総施設面積、

１施設当たり平均面積、１施設当たり平均収獲量） 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 男女間における暴力に関する調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月４日 

【実施機関】 内閣府男女共同参画局推進課暴力対策推進室 

【目 的】 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「配偶者暴力防止法」とい

う。）では、国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するた

め、調査研究の推進に努めるよう規定している。また、第３次男女共同参画基本計画（平成

２２年１２月１７日閣議決定）では女性に対する暴力について的確な施策を実施し、社会の

問題意識を高めるため、定期的・継続的な実態把握の調査に努めることとしている。本調査

は、これらを踏まえ、男女間における暴力の実態の把握、暴力に対する意識の経年変化や男

女の比較、また配偶者暴力防止法における配偶者に該当しない交際相手等からの暴力の実態

の把握を行うことを目的としている。 

【沿 革】 平成１１年から３年周期で実施されてきた。 

【調査の構成】 １－男女間における暴力に関する調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施翌年の３月、詳細：調査実施翌年の４月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－男女間における暴力に関する調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／９，６００，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）報告時点 （系統）内閣府－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（原則として３年） （実施期日）平成２３年１０月～１１月 

【調査事項】 １．配偶者からの暴力被害について、２．交際相手からの暴力被害について等
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【調査名】 国民年金被保険者実態調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月４日 

【実施機関】 厚生労働省年金局事業企画課調査室 

【目 的】 国民年金第１号被保険者について、保険料の納付状況ごとに、その実態を明らかにし、被

保険者の国民年金に対する認識、保険料未納の理由など今後の国民年金事業運営に必要な資

料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和６２年に開始された。 

【調査の構成】 １－国民年金被保険者実態調査 調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２４年１０月、詳細：平成２４年１２月） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更、調査の実施期間の約１か月前倒し及び公表時期の早

期化。 

※ 

【調査票名】 １－国民年金被保険者実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）全国（ただし、平成２３年調査については、東日本大震災により、調査の回

答が困難と考えられるため、岩手県、宮城県及び福島県を調査の対象から除外する。） 

（単位）個人 （属性）平成２３年３月３１日現在において国民年金第１号被保険者で

あった者 （抽出枠）国民年金被保険者ファイル 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６０，０００／２０，０００，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日時点（一部調査事項については、

平成２３年３月３１日現在、２２年４月から２３年３月までの期間、報告者が２０歳で

あった時点から調査日時点までの期間） （系統）調査票の配布：厚生労働省－日本年

金機構－報告者、調査票の回収：報告者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．就業及び就学の状況、２．世帯の状況（消費支出額、生命保険支出額等）、３．

国民年金に関する納付状況、４．国民年金に関する意識  
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【調査名】 安全・安心な社会づくりのための基礎調査（犯罪被害実態（暗数）調査）（平

成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月５日 

【実施機関】 法務省法務総合研究所研究部 

【目 的】 犯罪被害の実態（暗数）及び治安に対する国民の意識等を調査し、我が国における犯罪被

害実態等を把握するとともに、共通の調査項目を用いて諸外国で実施される国際犯罪被害実

態（暗数）調査との比較を行う。 

【沿 革】 本調査は、平成１１年度に開始し、４年周期の調査として実施しているものであり、今回

が４回目の調査である。平成２３年に、調査対象にとって分かりやすい調査とするため、調

査の名称が「犯罪被害実態（暗数）調査」から「安全・安心な社会づくりのための基礎調査

（犯罪被害実態（暗数）調査）」に変更されるとともに、調査方法について従前の調査員調

査から郵送調査に変更された。 

【調査の構成】 １－安全・安心な社会づくりのための基礎調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２４年１１月、詳細：平成２５年３月） 

【備 考】 今回の変更は、沿革欄記載の変更のほか、調査事項等の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－安全・安心な社会づくりのための基礎調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）年齢１６歳以上の男女 （抽出枠）住民基本

台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／１０９，８３０，０００ （配布）郵

送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年１月～２４年３月 （系統）

法務省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）４年 （実施期日）平成２４年１月上旬～２月中旬 

【調査事項】 １．居住地域の安全度、２．各種犯罪被害（世帯犯罪被害、個人犯罪被害）の有無、

３．犯罪被害の実情、４．犯罪被害の捜査機関への届出に関する事項、５．捜査機関の

対応に対する満足度、６．薬物の問題に関する事項、７．量刑に関する意見、８．住宅

の防犯設備、９．年齢、性別、就業状況等、報告者の属する世帯の状況 
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【調査名】 雇用均等基本調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月５日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局雇用均等政策課 

【目 的】 本調査は、男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和６１年度に「女子雇用管理調査」として調査を開始して以来、平成１８年

度（昭和６３年度から「女子雇用管理基本調査」、平成９年度から「女性雇用管理基本調査」

に名称変更）まで、主要産業における女性労働者の雇用管理の実態等を総合的に把握するこ

とを目的として毎年実施していたが、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保等に関する法律」（昭和４７年法律第１１３号）の改正（平成１９年４月施行）に伴い、

平成１９年度から、男女の雇用均等問題に係る雇用管理の実態を把握するための調査として、

「雇用均等基本調査」に名称変更して毎年実施されている。また、本調査は、昭和６１年度

の調査開始以来、３つのテーマ（１）企業を対象とした女性雇用管理の実施状況、（２）事

業所を対象とした育児・介護休業制度等の実施状況、（３）事業所を対象とした母性保護等

の実施状況を年次ローテーション方式により実施された。しかし、平成２１年度の調査実施

に当たり、ポジティブ・アクションの取組企業割合が女性の継続就業や能力開発支援策の目

標値として、また、育児休業取得率が仕事と家庭の両立支援策の目標値として掲げられたこ

とから、これら施策の目標達成年次までの実態を毎年把握することが求められた。その結果、

従前の年次ローテーションによる調査体系の見直しを行い、ポジティブ・アクションの取組

状況を毎年把握する企業調査と、育児休業の取得状況を毎年把握する事業所調査が同時に実

施されることとなった。 

【調査の構成】 １－企業票 ２－事業所票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：調査実施年の翌年７月、詳細：調査実施年の翌年１２

月） 

【備 考】 今回の変更は、調査項目のうち周期的に把握する項目を一部変更、調査実施期間を例年ど

おりに変更及び標本設計に係るサンプルフレームの変更。また、調査の周期については、前

回の承認の際に、調査計画等の再検討のため、１回限りとされたが、今回の承認で毎年とさ

れた。なお、東日本大震災に伴う計画変更については、以下の調査計画を基本としながらも、

津波などの影響を受けた地域（岩手県、宮城県及び福島県）については、当分の間、調査を

行わず、集計からも除外される。 

※ 

【調査票名】 １－企業票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大分類に属し、

常用労働者を１０人以上雇用している民営企業。「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売

業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サ

ービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、生活

関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽

出枠）事業所母集団データベース 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／４００，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一部の項目については、調

査実施前年の４月１日～調査実施年３月３１日までの１年間の実績、又は調査実施前年

の４月１日～調査実施年１０月１日までの約１年半の実績） （系統）厚生労働省－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項（１）企業の名称及び所在地、（２）主な事業内容又は

主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．女性の雇用管理に関する事

項（１）部門別の配置状況、（２）役職別の登用状況、（３）女性の管理職が少ない又は

いない理由、（４）ポジティブ・アクション（女性の活躍推進）の取組の有無、（５）ポ

ジティブ・アクションを推進することが必要と考える理由、効果があったと思われる事

項、（６）ポジティブ・アクションの取組状況、取組事項又は取組予定の有無、（７）ポ

ジティブ・アクションに取り組まない理由、（８）女性の活躍を推進する上での問題点、

（９）セクシュアルハラスメントに関する方針を従業員への周知のための取組事項、（１

０）セクシュアルハラスメントに関する相談・苦情対応窓口の設置状況、（１１）セクシ

ュアルハラスメントに関する相談・苦情対応窓口の担当者の性別、（１２）セクシュアル

ハラスメントの相談実績又は事案の有無、対応状況、（１３）セクシュアルハラスメント

が起こった場合の対応として難しいと感じる事項（注）上記のうち、毎年度継続して把

握する調査事項は、１（１）～（４）、２（４）・（７）（８） 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大分類に属

し、常用労働者を５人以上雇用している民営事業所。「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建

設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、

「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・

技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（ただし、

生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福

祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 

（抽出枠）事業所母集団データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／１，４００，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一部の項目については、調

査実施前年の４月１日～調査実施年３月３１日までの１年間の実績、又は調査実施前年

の４月１日～調査実施年１０月１日までの約１年半の実績） （系統）厚生労働省－民

間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項（１）事業所の名称及び所在地、（２）主な事業内容

又は主要製品、（３）常用労働者数、（４）労働組合の有無、２．育児休業制度等に関す

る事項（１）出産者の有無、出産者数及び女性育児休業者数、うち有期契約労働者数、

（２）配偶者出産者の有無、配偶者出産者数及び男性育児休業者数、うち有期契約労働
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者数、（３）育児のための所定労働時間の短縮措置制度の有無、内容、最長取得期間、（４）

育児短時間勤務制度の短縮時間分の賃金の取扱い、（５）介護休暇制度の規定の有無、取

得日数制限の有無、取得可能日数、（６）介護休暇制度の対象となる家族、（７）介護休

暇を取得した場合の賃金の取扱い、（８）介護休暇取得期間別取得者数、（９）配偶者出

産休暇制度の規定の有無、最長取得期間、（１０）配偶者出産休暇を取得した場合の賃金

の取扱い、（１１）配偶者出産休暇制度利用者数、（１２）育児休業制度及び介護休暇制

度の対象労働者、（１３）再雇用制度の規定の有無、３．短時間正社員制度に関する事項

（短時間正社員制度の規定の有無）（注）上記のうち、毎年度継続して把握する調査事項

は、１（１）～（４）、２（１）・（２）（ただし、有期労働者数は除く。）（３）及び３。
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【調査名】 農業・農村の６次産業化総合調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月５日 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査票：農業者等による農産物の販売戦略に

より農業所得そのものの増大をもたらす取組を２０１０年世界農林業センサス結果を基に

総合的に調査し、取組に伴う所得向上、雇用確保の状況及び第２次・第３次産業事業者との

連携等の状況を明らかにし、６次産業化の施策推進に必要な資料を整備するために実施する。  

６次産業化業態別調査票：農業者等による農業生産関連事業による所得の増大をもたらす

取組を２０１０年世界農林業センサス結果を基に総合的に調査し、取組に伴う所得向上、雇

用確保の状況、再生可能エネルギーの利用実態及び第２次・第３次産業事業者との連携によ

るイノベーション（農産物の新しい活用技術の創造）等の状況を明らかにし、６次産業化の

施策推進に必要な資料を整備するために実施する。 

【沿 革】 平成２３年度から調査を開始した。 

【調査の構成】 １－農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査票 ２－６次産業化業態別調査

票（農業経営体用） ３－６次産業化業態別調査票（農産物直売所用） ４－６次産業

化業態別調査票（農産加工場用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（「農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査票」概要：

調査実施年の翌年２月下旬（平成２３年度調査は平成２４年５月下旬）、詳細：調査実施年

の翌年６月下旬（平成２３年度調査は平成２４年８月下旬）、「６次産業化業態別調査票」概

要：平成２４年５月下旬、詳細：平成２４年８月下旬） 

※ 

【調査票名】 １－農業経営体における６次産業化販売戦略実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）２０１０年世界農林業センサス（農林

業経営体調査）において把握した農産物の直接販売を行っている農業経営体 （抽出枠）

２０１０年世界農林業センサス 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，８７９／５８３，９５３ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日～３月３１日 （系統）

農林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月上旬～１１月下旬（平成２３年度調査につい

ては、１２月上旬～１月下旬とする。） 

【調査事項】 １．農業経営体の概要（家族経営・法人等の区分）、２．農産物の直接販売の開始時

期・契機、３．農産物の販売状況（販売先別販売金額、販売先別品目分類別販売金額割

合及び販売先別直接販売の状況）、４．農産物の直接販売における制度・事業等の利用状

況、５．農業経営における男女別、年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、６．５年

前と比較した販売金額等の変化割合、７．収益向上へ向けた実施期間別取組状況及び課

題 

※ 

【調査票名】 ２－６次産業化業態別調査票（農業経営体用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業経営体 （属性）１．２０１０年世界農林業センサス（農



- 42 - 
 

林業経営体調査）において把握した農業生産関連事業を行っている農業経営体のうち、

「農産物の加工」、「観光農園」、「農家民宿」、「農家レストラン」及び「海外への輸出」

を営んでいる農業経営体、２．２０１０年世界農林業センサス（農山村地域調査）にお

いて把握した農産物直売所（農業経営体を対象） （抽出枠）２０１０年世界農林業セ

ンサス 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５７，７１７ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 

（記入）併用 （把握時）平成２２年度（平成２２年４月１日～２３年３月３１日）の

１年間（ただし、上記期間で記入が困難な場合は、記入可能な直近１年間） （系統）

農林水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１２月上旬～２４年１月下旬 

【調査事項】 １．共通（１）農業生産関連事業の取組状況、（２）農業経営体の概要（家族経営・

法人等の区分、農産物の品目別販売金額割合及び農業生産関連事業別販売金額）、（３）

農業経営における男女別・年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、（４）５年前と比較

した従事者数の変化割合、２．農産物の加工（１）農産物加工の開始時期・契機、（２）

事業開始における指導・アドバイス等の状況、（３）利用施設の状況及び営業期間、（４）

経営方針の決定方法、決定者の性別及び平均年齢、（５）加工原料の仕入状況（品目別仕

入金額及び品目別産地別仕入金額割合） 等、３．観光農園（１）観光農園の開業時期・

契機、（２）事業開始における指導・アドバイス等の状況、（３）農園面積、営業期間及

び利用者数、（４）経営方針の決定方法、決定者の性別及び平均年齢、（５）取扱品目及

び主とする品目 等、４．農家民宿（１）農家民宿の開業時期・契機、（２）事業開始に

おける指導・アドバイス等の状況、（３）農家民宿の規模、営業期間及び宿泊者数、（４）

経営方針の決定方法、決定者の性別及び平均年齢、（５）食事の原料の仕入状況（品目別

仕入金額及び品目別産地別仕入金額割合） 等、５．農家レストラン（１）農家レスト

ランの開業時期・契機、（２）事業開始における指導・アドバイス等の状況、（３）農家

レストランの規模、営業期間及び利用者数、（４）経営方針の決定方法、決定者の性別及

び平均年齢、（５）食事の原料の仕入状況（品目別仕入金額及び品目別産地別仕入金額割

合） 等、６．農産物直売所（１）農産物直売所の開設時期・契機、（２）事業開始にお

ける指導・アドバイス等の状況、（３）農産物直売所の施設形態、面積及び営業期間、（４）

農産物直売所における購入者数、（５）他の農家等からの出荷物の有無、出荷農家数及び

販売手数料率 等、７．海外への輸出（１）海外への輸出の開始時期・契機、（２）事業

開始における指導・アドバイス等の状況、（３）海外への輸出における制度・事業等の利

用状況、（４）取組の組織単位及び業務内容、（５）経営方針の決定方法、決定者の性別

及び平均年齢 等、８．収益向上へ向けた取組状況（１）収益向上へ向けた実施時期別

取組状況及び課題、（２）他産業との連携の状況、９．再生可能エネルギー施設の設置状

況及び出力能力 

※ 

【調査票名】 ３－６次産業化業態別調査票（農産物直売所用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農産物直売所 （属性）２０１０年世界農林業センサス（農

山村地域調査）において把握した農産物直売所（農業経営体以外） （抽出枠）２０１
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０年世界農林業センサス 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，７５９ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記

入）併用 （把握時）平成２２年度（平成２２年４月１日～２３年３月３１日）の１年

間（ただし、上記期間で記入が困難な場合は、記入可能な直近１年間） （系統）農林

水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１２月上旬～２４年１月下旬 

【調査事項】 １．農産物直売所の概要（運営主体、開設時期、目的、事業開設における指導・アド

バイス等の状況、施設形態、面積、営業期間、購入者数、地域別参加農家数及び販売手

数料率）、２．経営方針の決定方法、決定者の性別及び平均年齢、３．農産物直売所にお

ける販売状況（品目別販売金額、品目別産地別販売金額割合、提供先別計画栽培の有無

及び販売地域別販売金額割合）、４．農産物直売所における制度・事業等の利用状況、５．

農産物直売所における男女別、年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、６．５年前と

比較した販売金額等の変化割合、７．収益向上へ向けた実施時期別取組状況及び課題、

８．他産業との連携の状況、９．再生可能エネルギー施設の設置状況及び出力能力 

※ 

【調査票名】 ４－６次産業化業態別調査票（農産加工場用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）農業協同組合等 （属性）農産加工場を運営する農業協同組

合等 （抽出枠）農協等からの情報収集により作成した母集団名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０２５ （配布）郵送・職員 （取集）郵送・職員 （記

入）併用 （把握時）平成２２年度（平成２２年４月１日～２３年３月３１日）の１年

間（ただし、上記期間で記入が困難な場合は、記入可能な直近１年間） （系統）農林

水産省－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１２月上旬～２４年１月下旬 

【調査事項】 １．農産加工場の概要（運営主体、開始時期、目的、事業開始における指導・アドバ

イス等の状況、施設形態、面積及び稼働期間）、２．経営方針の決定方法、決定者の性別

及び平均年齢、３．農産加工場における仕入状況（品目別仕入金額及び品目別産地別仕

入金額割合）、４．農産加工品の年間販売金額、５．生産した加工品名、主な原料、販売

金額割合、６．農産加工品の販売状況（販売先別販売金額割合、契約生産の有無及び販

売地域別販売金額割合）、７．農産加工場における制度・事業等の利用状況、８．農産加

工場における男女別、年齢別の従事者の状況及び雇用者の労賃、９．５年前と比較した

販売金額等の変化割合、１０．収益向上へ向けた実施時期別取組状況及び課題、１１．

他産業との連携の状況、１２．再生可能エネルギー施設の設置状況及び出力能力
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【調査名】 家内労働等実態調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月１０日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局短時間・在宅労働課 

【目 的】 本調査は、全国の家内労働者の労働条件及び委託者の委託条件等家内労働の実態を把握し、

家内労働対策を推進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和４６年から以下のとおり調査周期や調査対象の変更等の変遷を経て、実施

しているものである。平成６年度までは、西暦の奇数年は委託者と家内労働者の両者を対象

に、偶数年は家内労働者のみを対象として実施。平成７年度からは、委託者と家内労働者を

毎年交互に実施。平成１３年度は在宅就業者を対象に実施し、平成１４年度から委託者、家

内労働者及び在宅就業者を対象とするそれぞれの調査を３年のローテーションで実施。なお、

平成１９年度から２１年度は、調査を休止し、調査のサイクル及び調査内容等調査全体につ

いて検討。 

【調査の構成】 １－委託者票 ２－家内労働者票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概況：平成２４年２月、詳細：平成２４年３月） 

【備 考】 今回の変更は、委託者及び家内労働者対象の２調査を同時に実施するとともに、調査周期

を３年周期に変更。併せて、委託者票及び家内労働者票に係る調査事項の一部変更。また、

東日本大震災に伴う計画変更については、以下の調査計画を基本としながらも、津波などの

影響を受けた地域（岩手県、宮城県及び福島県）については、当分の間、調査を行わず、集

計からも除外される。 

※ 

【調査票名】 １－委託者票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）次の事業の種類に属し、家内労働法第２条

第３項に規定する委託者。１．食料品製造業、２．繊維工業、３．木材・木製品、家具・

装備品製造業、４．紙・紙加工品製造業、５．印刷・同関連及び出版業、６．ゴム製品

製造業、７．皮革製品製造業、８．窯業・土石製品製造業、９．金属製品製造業、１０．

電子部品・デバイス製造業、１１．電気機械器具製造業、１２．情報通信機械器具製造

業、１３．機械器具等製造業、１４．その他（雑貨等） （抽出枠）平成２２年度家内

労働概況調査における委託者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００／１０，５００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年９月３０日現在 （系統）厚生労働省－都

道府県労働局－報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．営業所に関する事項（１）営業所の名称、（２）営業所の所在地、（３）営業所の

主な事業の内容、（４）営業所で家内労働者に委託している主な業務の内容、（５）営業

所の常用雇用者数、（６）営業所が常時委託している家内労働者数、２．委託理由及び委

託する仕事量の変動（１）家内労働者に仕事を委託している主な理由、（２）家内労働者

に委託している仕事量の１年前と比べた増減及びその主な理由、（３）今後１年間におけ

る家内労働者に委託する仕事量の増減及びその主な理由、３．委託及び募集等の方法（１）

家内労働者に仕事を委託するときの契約方法、（２）不良品の取扱いに関する取決めの有
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無及び不良品が生じた場合の対応、（３）新規に委託する家内労働者の募集方法、４．工

賃の改定状況、工賃決定の要素及び工賃以外の経済的な援助の状況（１）現在の工賃の

決定時期、（２）家内労働者に支払う工賃の決定に際して重視する事項、（３）過去１年

間における工賃以外の経済的な援助の有無及びその内容並びに援助金額、５．安全衛生

（１）危険有害業務を伴う作業の委託の有無、（２）委託した危険有害業務の具体的な業

務内容、（３）委託した危険有害業務に対する具体的な安全衛生対策 

※ 

【調査票名】 ２－家内労働者票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）家内労働者 （属性）次の事業の種類に属し、家内労働法第

２条第３項に規定する委託者から業務の委託を受けている、家内労働法第２条第２項に

規定する家内労働者。１．食料品製造業、２．繊維工業、３．木材・木製品、家具・装

備品製造業、４．紙・紙加工品製造業、５．印刷・同関連及び出版業、６．ゴム製品製

造業、７．皮革製品製造業、８．窯業・土石製品製造業、９．金属製品製造業、１０．

電子部品・デバイス製造業、１１．電気機械器具製造業、１２．情報通信機械器具製造

業、１３．機械器具等製造業、１４．その他（雑貨等） （抽出枠）委託者票の調査対

象となった委託者から業務委託を受けている家内労働者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，４００／１３６，３００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年９月３０日現在 （系統）調査票の配

布：厚生労働省－都道府県労働局－家内労働等実態調査委託者調査の対象営業所―報告

者、調査票の回収：報告者－都道府県労働局－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２３年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．家内労働者に関する一般的事項（１）性別、年齢、（２）現在までの家内労働従

事期間、（３）取り扱っている製品の種類、具体的な製品（部品）及び作業内容、（４）

世帯主（主たる家計維持者）との関係、（５）世帯主本人の就業形態、（６）家内労働者

が「世帯主の配偶者」の場合の世帯主の職業及び月収額、２．就業日数、時間等（１）

１か月の就業日数、１日の平均就業時間、（２）１年前の仕事量との変動状況及びそのう

ち減少理由、３．工賃等（１）１か月の工賃額、（２）１か月の必要経費額、（３）工賃

の支払場所及び支払時期、４．受託関係（１）原材料、加工品（製品）の受渡場所、（２）

委託契約の方法、５．安全衛生等（１）仕事場における機械類、原料・材料の使用の有

無及び使用状況、（２）機械類、原料・材料の使用上の危害防止措置の取組状況及び修得

方法、（３）過去１年間の健康診断の受診状況及び未受診理由、（４）委託者からの健康

診断の受診に対する指導の有無、（５）過去２年間の家内労働における負傷、疾病の状況、

６．家内労働者の就業意識等（１）家内労働に従事する理由、（２）家内労働を選んだ理

由、（３）家内労働以外の仕事の有無及び家内労働を始める直前の就業状況、（４）家内

労働をする上で困っていることの有無及び内容、（５）現在の家内労働の継続意思及び今

後の就業希望  
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【調査名】 全国母子世帯等調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月１２日 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

【目 的】 本調査は、全国の父のいない児童が、その母によって養育されている世帯、母のいない児

童が、その父によって養育されている世帯、父母のいない児童が、養育者によって養育され

ている世帯の生活の実態を把握し、これらの母子世帯等に対する福祉対策の充実を図るため

の基礎資料を得ることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、昭和２７年に開始され、以後おおむね５年周期で実施されている。なお、昭和

５８年までは、抽出枠として厚生行政基礎調査（指定統計第６９号、昭和６１年中止）を用

いていたが、同調査等４調査を統合し、新たな調査となった「国民生活基礎調査」（昭和６

１年、指定統計第１１６号）が大規模調査（３年毎）と簡易調査（中間２ヵ年）とで構成さ

れており、簡易調査にあたっては、調査区数が少なく抽出枠として使用できないため、本調

査の昭和６３年調査からは、国勢調査（指定統計第１号）を調査区の抽出枠としている。 

【調査の構成】 １－全国母子世帯等調査調査票（母子世帯用） ２－全国母子世帯等調査調査票（父

子世帯用） ３－全国母子世帯等調査調査票（養育者世帯用） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年６月） 

【備 考】 今回の変更は、父子世帯用及び養育者世帯用調査票に係る報告者数の増加、全ての調査票

に係る調査事項の一部変更。なお、以下の調査計画を基本としながら、東日本大震災により

津波などの影響を受けた地域については、平成２３年度調査に限っては、調査を行わないこ

とが検討されている。 

※ 

【調査票名】 １－全国母子世帯等調査調査票（母子世帯用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）２０歳未満の児童のいる母子世帯 （抽出枠）

平成１７年国勢調査により設定された調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３９０／１，０３８，０００ （配布）調査員 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１１月１日現在 （系統）配布：

厚生労働省－都道府県・指定都市・中核市－福祉事務所－調査員－報告者、回収：報告

者－福祉事務所－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１１月１日～１１月１５日 

【調査事項】 １．世帯の状況、２．住居・仕事・子どもの状況、３．福祉関係の公的制度の利用状

況、４．困っていること、５．相談相手 等 

※ 

【調査票名】 ２－全国母子世帯等調査調査票（父子世帯用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）２０歳未満の児童のいる父子世帯 （抽出枠）

平成１７年国勢調査により設定された調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７７５／５４，０００ （配布）調査員 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１１月１日現在 （系統）配布：厚生労働

省－都道府県・指定都市・中核市－福祉事務所－調査員－報告者、回収：報告者－福祉

事務所－厚生労働省 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１１月１日～１１月１５日 

【調査事項】 １．世帯の状況、２．住居・仕事・子どもの状況、３．福祉関係の公的制度の利用状

況、４．困っていること、５．相談相手 等 

※ 

【調査票名】 ３－全国母子世帯等調査調査票（養育者世帯用） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）２０歳未満の児童のいる養育者世帯 （抽出

枠）平成１７年国勢調査により設定された調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８６／２９，０００ （配布）調査員 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１１月１日現在 （系統）配布：厚生労働省

－都道府県・指定都市・中核市－福祉事務所－調査員－報告者、回収：報告者－福祉事

務所－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１１月１日～１１月１５日 

【調査事項】 １．世帯の状況、２．住居・仕事・子どもの状況、３．福祉関係の公的制度の利用状

況、４．困っていること、５．相談相手 等  
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【調査名】 能力開発基本調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月１２日 

【実施機関】 厚生労働省職業能力開発局総務課基盤整備室 

【目 的】 本調査は、我が国の企業、事業所及び労働者の能力開発の実態を正社員・正社員以外別に

明らかにし、職業能力開発行政に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１３年から１７年まで厚生労働省から委託された民間事業者が企画・実施

する民間調査としておこなわれていたが、「職業能力開発促進法及び中小企業における労働

力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律の一部

を改正する法律案に対する附帯決議」（平成１８年５月参議院厚生労働委員会及び平成１８

年６月衆議院厚生労働委員会）において、職場における非正規労働者に対する能力開発の実

態を把握することとされたことを踏まえ、能力開発行政のための基礎資料として精度の高い

結果を得るため、平成１８年からは、厚生労働省が企画する調査として、毎年実施している

ものである。 

【調査の構成】 １－能力開発基本調査（企業票） ２－能力開発基本調査（事業所票） ３－能力開

発基本調査（個人票） 

【公 表】 インターネット及び印刷物（調査実施年の翌年３月） 

【備 考】 今回の変更は、調査全体として、従来の郵送調査にオンライン調査を追加及び標本設計に

係るサンプルフレームを変更。また、調査事項については、企業票及び個人票は変更なし、

事業所票について調査項目を追加。なお、東日本大震災に伴う計画変更については、以下の

調査計画を基本としながらも、津波などの影響を受けた地域（岩手県、宮城県及び福島県）

については、当分の間、調査を行わず、集計からも除外される。併せて、今回は調査開始時

期を１か月遅らせて実施。 

※ 

【調査票名】 １－能力開発基本調査（企業票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大分類に属し、

常用労働者を３０人以上雇用している民営企業。「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱

供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険

業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サ

ービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サ

ービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サー

ビス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽出枠）平成２１年経済セン

サス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，１００／１４８，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一部の項目に

ついては、調査実施前年度の１年間の実績、調査実施前年度を含む過去３年度の実績及

び調査実施年度を含む今後３年度の見込み） （系統）厚生労働省－民間事業者－報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１２月２日 

【調査事項】 １．企業の概要について（企業全体の常用労働者数）、２．ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓
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発支援に支出した費用について、３．能力開発の方向付けについて、４．能力開発の実

績・見込みについて 

※ 

【調査票名】 ２－能力開発基本調査（事業所票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大分類に属

し、常用労働者を３０人以上雇用している民営事業所。「建設業」、「製造業」、「電気・ガ

ス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲

食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家

事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サ

ービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽出枠）平成２１年経済セ

ンサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，７００／２２８，０００ （配布）郵送 （取

集）調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一部の項目

については、調査実施前年度の１年間の実績） （系統）調査票の配布：厚生労働省－

民間事業者－報告者、調査票の回収：報告者－調査員－民間事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１１月１９日 

【調査事項】 １．事業所の概要について（１）企業全体の常用労働者数、（２）事業所の常用労働

者数、（３）事業所の離職者数、（４）雇用管理制度の導入状況、２．教育訓練の実施に

関する事項について（１）ＯＦＦ－ＪＴの実施状況、（２）実施したＯＦＦ－ＪＴの教育

訓練機関の種類、（３）計画的なＯＪＴの実施状況、３．人材育成について（１）人材育

成に関する問題点、（２）正社員登用の状況、正社員登用しなかった理由及び正社員登用

の条件、（３）ジョブ・カードの認知状況及び活用状況並びにジョブ・カード様式のメリ

ット、（４）キャリア形成助成金制度の認知状況及び活用状況、４．労働者のキャリア形

成支援について（１）労働者に求める能力の周知状況、（２）教育訓練や自己啓発に関す

る労働者の希望の把握状況、（３）教育訓練休暇制度の導入状況、（４）キャリア・コン

サルティング制度の導入状況、（５）労働者に対する自己啓発への支援の内容、（６）労

働者に対する職業生活設計を考える場の提供方法、５．労働者の職業能力評価について

（１）職業能力評価の実施状況、（２）職業能力評価における資格の利用状況、（３）資

格を受験する労働者に対する費用補助の状況、（４）職業能力評価の活用状況、（５）職

業能力評価の取組における問題点、（６）職業能力評価基準のメリットについて、６．厚

生労働省が実施する技能検定制度について（１）技能検定の認知状況、（２）技能検定の

利点について、（３）技能検定の問題点について、７．技能の継承について（１）技能継

承の問題の有無、（２）技能継承の取組状況 

※ 

【調査票名】 ３－能力開発基本調査（個人票） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類に掲げる次の大分類に属し、

常用労働者を３０人以上雇用している民営事業所に雇用されている常用労働者。「建設

業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸
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売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術

サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業（その他の生

活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）」 （抽

出枠）事業所票の調査対象事業所 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２５，６００／１９，８９１，０００ （配布）調

査員 （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎年１０月１日現在（一

部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績） （系統）調査票の配布：厚生

労働省－民間事業者－調査員－調査対象事業所－報告者、調査票の回収：報告者－民間

事業者－厚生労働省 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１３日～１１月３０日 

【調査事項】 １．労働者の属性について（１）性別、（２）年齢、（３）就業状態、（４）最終学歴、

（５）雇用形態、（６）勤続年数、（７）業務、（８）役職、（９）１週間の就業時間、２．

会社を通して受講した教育訓練について（１）求められている能力の周知状況、（２）Ｏ

ＦＦ－ＪＴの受講状況、（３）受講したＯＦＦ－ＪＴの内容、（４）受講したＯＦＦ－Ｊ

Ｔの延べ受講時間、（５）受講したＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関の種類、（６）受講した

ＯＦＦ－ＪＴの役立ち度、（７）部下、同僚、仕事仲間に対しての指導状況及び上司、同

僚、仕事仲間からの指導状況、（８）上司、同僚、仕事仲間からの指導等の役立ち度、３．

自己啓発について（１）自己啓発の実施状況、（２）自己啓発の実施内容、（３）自己啓

発の実施時間、（４）自己啓発の自己負担費用、（５）自己啓発の費用補助の状況、（６）

自己啓発の費用補助額、（７）自己啓発の業務における役立ち度、（８）自己啓発を行っ

た理由、（９）社外で実施する自己啓発に対する職場の協力状況、（１０）自己啓発の問

題点、４．職業能力の客観評価について（１）検定試験の受験状況及び今後の受験予定、

（２）受験した検定試験の内容、（３）検定試験を利用する理由、（４）検定試験を利用

しない理由、５．これからの職業生活設計について（１）職業生活設計に対する考え方、

（２）キャリア・コンサルティングの利用状況及び今後の利用予定、（３）教育訓練休暇

制度の有無、（４）教育訓練休暇制度及び利用状況及び今後の利用予定、（５）キャリア

形成に向けた取組に対する考え方  
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【調査名】 産業廃棄物処理業実態調査（平成２３年承認） 

【承認年月日】 平成２３年８月１２日 

【実施機関】 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課 

【目 的】 産業廃棄物処理業者について、売上げ及び他業種との兼業状況、産業廃棄物の処理状況、

産業廃棄物処理業の活性化に向けた取組等、産業廃棄物処理業の実態を包括的に把握し、今

後の産業廃棄物処理行政の対策推進における基礎資料とすることを目的とする。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物処理業実態調査票 

【公 表】 インターネット及び印刷物（概要：平成２４年１月、詳細：平成２４年２月） 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物処理業実態調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）都道府県知事（廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律の政令市にあっては市長）から産業廃棄物処理業の許可（産業廃棄物収集運搬業、

産業廃棄物処分業（中間処理、最終処分））を受けて事業を行う産業廃棄物処理業者 （抽

出枠）環境省産業廃棄物処理業者情報検索システムの統計情報 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５，３０８／１２７，６１６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年度（４月１日～３月３１日）（一部の項

目については、平成２１年度（４月１日～３月３１日）） （系統）環境省－民間事業者

－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年９月１日～１０月１７日 

【調査事項】 １．許可番号、会社名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．産廃処理業の事

業区分、４．総事業売上高、５．産廃処理業の年間売上高の契約先産業別割合、６．産

業廃棄物の年間受託量、７．従業者数、８．産廃処理業の営業強化策 
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○一般統計調査の中止 
【調査名】 バイオ産業創造基礎調査（平成２２年承認） 

【通知年月日】 平成２３年８月１５日 

【実施機関】 経済産業省製造産業局生物化学産業課 

【目 的】 バイオテクノロジー産業の市場規模を把握することにより、今後のバイオテクノロジー産

業の振興に係る基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は、文部科学省、厚生労働省及び農林水産省との連携・協力の下、経済産業省が平

成１２年度から毎年度実施してきたが、平成２２年度調査を最後に中止された。 

【備 考】 ［中止理由］近年の技術発展に伴い、バイオテクノロジーは様々な産業で一般的に利用さ

れるようになり、バイオテクノロジー利用の有無を確認する政策的意義が薄れたこと、また、

バイオテクノロジーの利用が一般的になったことにより、逆にバイオテクノロジーを活用し

た製品等の捕捉が困難になったこと等により、本調査を中止することとした。 
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○届出統計調査の受理 

（１）新規 

【調査名】 都内企業求人充足状況等調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１日 

【実施機関】 東京都産業労働局雇用就業部就業推進課 

【目 的】 新卒者の就職状況は極めて厳しい状況にあり、その要因のーつとして、学生の大企業志向

によるミスマッチが挙げられているが、採用意欲が高い中小企業等の求人動向について求人

充足状況等といった詳細が把握できていない。そこで、都内企業の求人動向の実態を調査・

分析することにより、都内の新卒者雇用の現状を把握することで、今後の若年者雇用就業施

策立案につなげていく。 

【調査の構成】 １－都内企業求人充足状況等調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－都内企業求人充足状況等調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）事業所 （属性）日本標準産業分

類に掲げる大分類「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービ

ス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援

業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」の１３業種に属する事業所

（単独事業所及び本所のみ）のうち、従業者数６人以上のもの （抽出枠）平成１８年

事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１９，５００／１１５，７５７ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年７月１日現在 （系統）東京都－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年８月８日～８月１９日 

【調査事項】 １．企業基本情報、２．人材確保状況、３．採用方法、４．採用に関する企業意識、

５．若年社員の状況 等  
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【調査名】 長野県労働条件等実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１日 

【実施機関】 長野県商工労働部労働雇用課 

【目 的】 長野県内民営企業に雇用される常用労働者の労働条件等についてその実態を把握し、労働

行政の基礎資料として施策に反映する。 

【調査の構成】 １－長野県労働条件等実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－長野県労働条件等実態調査票 

【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類の

うち、「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金

融業，保険業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生

活関連サービス業，娯楽業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」に

属し、常用労働者５人以上を雇用する民営事業所（ただし、本社（本店）及び単独事業

所のみ） （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／３９，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１０月１日現在 （系統）長野県－民間事

業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２３年９月２６日～１０月２１日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．労働時間制度、３．休日・休暇制度、４．各種休業制度（育

児休業、介護休業、子の看護休業、配偶者の出産休暇）の導入状況、５．メンタルヘル

ス（心の健康）の保持・増進への取組、６．定年制度、７．退職金制度、８．福利厚生

制度、９．若年者雇用、１０．その他  
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【調査名】 事業系ごみ（一般廃棄物）の排出区分に関するアンケート調査（平成２３年届

出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２日 

【実施機関】 神戸市環境局事業系廃棄物対策室 

【目 的】 事業系ごみの排出区分見直しのための基礎資料を得るため。 

【調査の構成】 １－事業系ごみ（一般廃棄物）の排出区分に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－事業系ごみ（一般廃棄物）の排出区分に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）事業所 （属性）神戸市内事業所 （抽出枠）「神戸

市廃棄物の適正処理、再利用及び環境美化に関する条例」に基づき事業所名簿及び神戸

市環境共栄事業協同組合が所有する契約事業所名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，０００／７０，０００ （配布）郵送、その他 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）大規模事業所：神戸

市－報告者、小規模事業所：神戸市－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年８月１２日～９月１４日 

【調査事項】 １．事業所概要、２．現在排出しているごみの種類・排出方法  
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【調査名】 障害のある人のスポーツ・運動に関する実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３日 

【実施機関】 東京都スポーツ振興局スポーツ事業部調整課 

【目 的】 本調査は、障害者のスポーツや運動に関する実施状況・要望等を把握し、中長期計画を策

定する上での基礎資料を得ることを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－障害のある人のスポーツ・運動に関する実態調査 調査票（身体障害者） ２－

障害のある人のスポーツ・運動に関する実態調査 調査票（知的障害者） ３－障害の

ある人のスポーツ・運動に関する実態調査 調査票（精神障害者） 

※ 

【調査票名】 １－障害のある人のスポーツ・運動に関する実態調査 調査票（身体障害者） 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に居住する１５歳以上の身体

障害のある者で、都内の障害者福祉施設等の入所、通所、利用者 （抽出枠）東京都作

成の身体障害者対象者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，３５０／５７５，２６９ （配布）障害者福祉施

設等経由 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）調査

票の配布：東京都－民間事業者－障害者福祉施設等－報告者、調査票の提出：報告者－

民間事業者－東京都 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年８月初旬～９月２日 

【調査事項】 １．性別、年齢、障害の程度、移動や外出時の状況、２．スポーツや運動の実施状況、

３．スポーツや運動に関する要望 

※ 

【調査票名】 ２－障害のある人のスポーツ・運動に関する実態調査 調査票（知的障害者） 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に居住する１５歳以上の知的

障害のある者で、都内の障害者福祉施設等の入所、通所、利用者 （抽出枠）東京都作

成の知的障害者対象者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／５７５，２６９ （配布）障害者福祉施設等

経由 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）調査票の

配布：東京都－民間事業者－障害者福祉施設等－報告者、調査票の提出：報告者－民間

事業者－東京都 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年８月初旬～９月２日 

【調査事項】 １．性別、年齢、障害の程度、移動や外出時の状況、２．スポーツや運動の実施状況、

３．スポーツや運動に関する要望 

※ 

【調査票名】 ３－障害のある人のスポーツ・運動に関する実態調査 調査票（精神障害者） 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）東京都内に居住する１５歳以上の精神

障害のある者で、都内の障害者福祉施設等の入所、通所、利用者 （抽出枠）東京都作

成の精神障害者対象者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１７０／５７５，２６９ （配布）障害者福祉施設等

経由 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）調査票の
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配布：東京都－民間事業者－障害者福祉施設等－報告者、調査票の提出：報告者－民間

事業者－東京都 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年８月初旬～９月２日 

【調査事項】 １．性別、年齢、障害の程度、移動や外出時の状況、２．スポーツや運動の実施状況、

３．スポーツや運動に関する要望  
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【調査名】 事業所及び公共施設等における受動喫煙防止対策に関するアンケート調査（平

成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３日 

【実施機関】 佐賀県健康福祉本部健康増進課 

【目 的】 佐賀県内事業所及び公共施設等の受動喫煙防止対策に関する意識及び取組状況の推移を調

査・分析することにより、今後の禁煙や受動喫煙防止対策が更に効果的に推進されるための

基礎資料を得るとともに、健康プランの健康指標の把握・評価及び推進のための基礎資料と

することを目的とする。 

【調査の構成】 １－事業所及び公共施設等における受動喫煙防止対策に関するアンケート調査票（そ

の１） ２－事業所及び公共施設等における受動喫煙防止対策に関するアンケート調査

票（その２） 

※ 

【調査票名】 １－事業所及び公共施設等における受動喫煙防止対策に関するアンケート調査票（その

１） 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所及び官公庁 （属性）民営事業所（農業、林業、

漁業、鉱業、採石業、砂利採取業を除く。）、官公庁 （抽出枠）タウンページ等の情報

から抽出した前回の平成１８年度調査名簿を基に、電話帳、ホームページ等で情報を更

新した事業所名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の１０月１日現在 （系統）佐賀県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１０月末日 

【調査事項】 １．事業所等の概要、２．従業員等の喫煙習慣の状況、３．受動喫煙防止状況、４．

今後の取組等 

※ 

【調査票名】 ２－事業所及び公共施設等における受動喫煙防止対策に関するアンケート調査票（その

２） 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所及び官公庁 （属性）民営事業所（農業、林業、

漁業、鉱業、採石業、砂利採取業を除く。）、官公庁 （抽出枠）タウンページ等の情報

から抽出した前回の平成１８年度調査名簿を基に、電話帳、ホームページ等で情報を更

新した事業所名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の１０月１日現在 （系統）佐賀県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１０月末日 

【調査事項】 施設従業員以外の者が利用する施設における受動喫煙防止の状況 
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【調査名】 福井県観光満足度調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月８日 

【実施機関】 福井県観光営業部観光振興課 

【目 的】 福井県内の主要観光地における来訪者の属性や形態、動向を把握し、本県の観光地の魅力

向上やリピーターの増加を促進するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－福井県観光満足度調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－福井県観光満足度調査 調査票 

【調査対象】 （地域）福井県内主要観光地 （単位）個人 （属性）各観光施設来訪者（ただし、

福井県外からの来訪者に限る。） （抽出枠）福井県内主要観光地３０か所を訪れた県外

観光客 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１０，０００／４，９４３，０００ （配布）その

他 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年９月～１２月 （系統）配布：福井

県ー民間事業者－県内主要観光案内所等－報告者、回収：報告者－民間事業者－福井県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月中旬～１２月中旬 

【調査事項】 １．旅行の形態（同行者）、２．訪問先、３．本県への来訪回数、４．土産購入品等
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【調査名】 緊急奈良県貿易実態等調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月８日 

【実施機関】 奈良県産業・雇用振興部地域産業課 

【目 的】 奈良県内の製造業における国際取引の実態や海外への進出状況を把握し、今後の産業の振

興及び国際経済活動への支援と情報サービスを推進するための基礎資料を得ることを目的

とする。 

【調査の構成】 １－緊急奈良県貿易実態等調査 アンケート調査票 

※ 

【調査票名】 １－緊急奈良県貿易実態等調査 アンケート調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）事業所及び企業 （属性）主従の業種が日本標準産業

分類に掲げる大分類「製造業」に属し、県内に本社、工場を置く事業所・企業 （抽出

枠）委託先である民間事業者のデータベース 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９５１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２２年１月～１２月 （系統）奈良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２３年７月中旬～８月下旬 

【調査事項】 １．事業所・企業の概要、２．海外取引の有無、３．海外取引の状況、４．貿易為替

について、５．海外取引の課題及び貿易自由化について、６．海外進出の状況、７．国

内取引の状況、８．東日本大震災による影響等  
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【調査名】 高齢者の購買動向に関する調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１０日 

【実施機関】 東京都産業労働局商工部調整課 

【目 的】 都内に居住する高齢者の日常生活における購買行動について調査し、今後の商店街振興施

策及び地域商業施策を策定するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－高齢者の購買動向に関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－高齢者の購買動向に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょを除く。） （単位）個人 （属性）調査基準日現在満

６５歳以上の男女 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／２，５８９，３１６ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年８月１日現在 （系統）東京都－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年９月１３日～９月２６日 

【調査事項】 １．回答企業の属性（年齢、性別、職業等）、２．食料品等の買物に関する行動（回

数、場所、距離、移動手段等）、３．商店街の利用状況（利用の有無、満足度、望むサー

ビス等）  
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【調査名】 東日本大震災に関する事業所アンケート調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１１日 

【実施機関】 東京消防庁予防部防火管理課 

【目 的】 今後の事業所の震災対策等に反映することを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－東日本大震災に関する事業所アンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－東日本大震災に関する事業所アンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（稲城市及び島しょ地域を除く。） （単位）事業所 （属性）

小規模事業所（当庁管内全ての事業所から消防法（昭和２３年法律第１８６号）第８条

及び火災予防条例（昭和３７年東京都条例第６５号）第５５条の３に基づく防火管理者

の選任義務を要する事業所並びに消防法第１４条の２に基づく予防規程の作成を要する

危険物施設を除いた事業所）の事業主及び関係者 （抽出枠）平成２２年度緊急雇用事

業による小規模事業所の実態調査結果 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／４３２，５８６ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査事項により、地震発生前、地震発生時（平

成２３年３月１１日）、地震発生後 （系統）東京消防庁－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年９月２０日～１２月２２日 

【調査事項】 １．地震発生に伴う被害状況等について、２．地震に対する備えについて、３．地震

に対する事前計画について  
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【調査名】 香川県青少年保護育成条例に関する調査（携帯電話フィルタリングサービスに

関する調査）（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１１日 

【実施機関】 香川県総務部県民活動・男女共同参画課 

【目 的】 香川県では、携帯電話によるコミュニティサイトの利用に起因した青少年が犯罪被害に遭

う事例が絶えない状況にある。そこで、携帯電話販売代理店等に対しフィルタリングサービ

スがどの程度実施されているのかなどの調査を行い、検証をすると共に、現状の課題を見極

め、他部課による検討結果も鑑み、香川県青少年保護育成条例の一部改正など今後の対応を

考えるもの。 

【調査の構成】 １－携帯電話フィルタリングサービスに関する調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－携帯電話フィルタリングサービスに関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）香川県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「卸

売業，小売業」に属する携帯電話販売店 （抽出枠）警察本部が把握している販売店 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）毎年８月１日現在 （系統）香川県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月１２日～８月２２日 

【調査事項】 １．使用者は青少年であるか、年齢を聞いて確認しているか、２．インターネット及

びフィルタリングを利用している青少年の人数の把握、３．インターネットのリスク、

犯罪に巻き込まれること、フィルタリング加入の必要性、フィルタリング方式とその機

能を説明しているか、４．小・中・高校生に推奨しているフィルタリング種別、５．説

明時にパンフレット使用の有無、６．フィルタリング不使用の理由聴取等 
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【調査名】 県民の運動・スポーツ活動状況に関するアンケート調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１５日 

【実施機関】 石川県教育委員会スポーツ健康課 

【目 的】 本調査は、運動・スポーツに関する石川県民の意識を把握し、今後のスポーツ振興施策を

進める上での基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－県民の運動・スポーツ活動状況に関するアンケート調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－県民の運動・スポーツ活動状況に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）個人 （属性）石川県内在住の満２０歳以上の男女 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／８６５，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年９月１日現在 （系統）石川県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年９月１日～９月３０日 

【調査事項】 １．報告者の属性について（性別、年齢、職業、年収、現住地等）、２．運動・スポ

ーツに対する考え方や実施状況について、３．スポーツの観戦状況や視聴状況について、

４．スポーツにかかわるボランティア活動について、５．障害者スポーツについて、６．

競技スポーツについて、７．公共のスポーツ施設について、８．住んでいる地域につい

て、９．健康状態や日常生活について  
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【調査名】 高等技術専門校再構築に係る詳細調査における事業所調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１７日 

【実施機関】 千葉県商工労働部産業人材課 

【目 的】 千葉県では、高等技術専門校において、離職者や新規高卒者等に対して就業に必要な技能

や知識の習得を目的とした実践的な職業訓練や、企業の従業員等のスキルアップを図るため

の職業訓練を実施してきた。今後、効率的・効果的な職業訓練を行うためには、企業等のニ

ーズを把握することが必要なことから、本事業所調査を実施するものである。 

【調査の構成】 １－高等技術専門校再構築に係る詳細調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－高等技術専門校再構築に係る詳細調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）事業所 （属性）民営事業所 （抽出枠）平成１８年

事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００／１９０，０００ （配布）郵送 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年９月１日現在 （系統）調査票の配

布：千葉県－民間事業者－報告者、調査票の回収：報告者－調査員－民間事業者－千葉

県 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年９月上旬～１０月中旬 

【調査事項】 １．業種ごとの不足する常用労働者の充足対策、２．採用に際し重視したい点、３．

余剰感のある従業員対策、４．新たな事業の拡大を予定している分野、５．各職能別の

能力向上分野、６．技能者の育成や技能の継承問題、７．技能の評価方法、８．県立高

等技術専門校に能力開発を実施して欲しい科目、９．今後の職業能力開発に関する施策

で行政に期待すること  
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【調査名】 県民歯科疾患実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１９日 

【実施機関】 三重県健康福祉部健康づくり室 

【目 的】 本調査は、三重の健康づくり総合推進事業の一環として、県民の歯科保健の状況を把握し、

本県の健康づくり計画「ヘルシーピープルみえ・２１」において生活習慣病予防のための具

体的な目標値の見直し及び健康づくり施策を展開していくための基礎資料を得ることを目

的とする。 

【調査の構成】 １－生活習慣とお口の健康に関する調査票 ２－歯科疾患実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－生活習慣とお口の健康に関する調査票 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）個人 （属性）平成２３年４月１日現在で三重県内の

市町に住民登録をしている、２０～２４歳、４０～４４歳、６０～６４歳、８０～８４

歳の個人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，８７０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施期間中の任意の一日現在（一部の項目に

ついては、過去の状況） （系統）三重県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月２日～９月１５日 

【調査事項】 口腔保健に関する生活習慣の状況 

※ 

【調査票名】 ２－歯科疾患実態調査票 

【調査対象】 （地域）三重県全域 （単位）個人 （属性）平成２３年４月１日現在で三重県内の

市町に住民登録をしている、２０～２４歳、４０～４４歳、６０～６４歳、８０～８４

歳の個人 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１，８７０，０００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査実施期間中の任意の一日現在 （系統）

三重県－民間事業者－調査員－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１０月２日～１０月２３日 

【調査事項】 １．調査対象者の基本属性（性、年齢等）、２．口腔内の状況（現在歯、喪失歯及び

その補綴状況、歯肉の状況）  
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【調査名】 平成２３年度市民意識調査「市民のちから～みんなでまちをつくる」（平成２

３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１９日 

【実施機関】 北九州市市民文化スポーツ局市民部広聴課 

【目 的】 まちづくりへの参加意識や市民活動への関心度などについて幅広く市民の意識を調査し、

今後の事業の参考にするもの。 

【調査の構成】 １－市民意識調査 調査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実の報告」が

含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の「統計調査」

として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－市民意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の市民 （抽出枠）住民

基本台帳及び外国人登録台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／８１３，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）配布：北九州市－民間事業

者－報告者、回収：報告者－北九州市 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年９月１７日～１０月１１日 

【調査事項】 １．ＮＰＯでの活動状況、２．市民センターの利用状況等  
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【調査名】 農山漁村におけるＣＳＲ（企業の社会的責任）活動に対する企業の意識調査（平

成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２２日 

【実施機関】 熊本県農林水産部経営局むらづくり課 

【目 的】 農山漁村におけるＣＳＲ（企業の社会的責任）活動についての意識調査を行い、企業の意

向を把握し、今後熊本県が実施を予定している農山漁村におけるＣＳＲ活動の推進施策の参

考とする。 

【調査の構成】 １－農山漁村におけるＣＳＲ（企業の社会的責任）活動に対する企業の意識調査 調

査票 

【備 考】 本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実の報告」が

含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の「統計調査」

として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－農山漁村におけるＣＳＲ（企業の社会的責任）活動に対する企業の意識調査 調査

票 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる

「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・

ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融

業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，

飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属し、従業員１００人

以上又は資本金３０００万円以上の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサスー基礎

調査の結果名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２３年７月１日現在 （系統）熊本県－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年９月１日～９月３０日 

【調査事項】 １．従業員数、２．業種、３．ＣＳＲ活動の取組の状況（以下、ＣＳＲ活動を行って

いる企業に限定）、４．ＣＳＲ活動に取り組んだ動機、５．ＣＳＲ活動の内容（以下、農

山漁村におけるＣＳＲ活動を行っている企業に限定）、６．農山漁村におけるＣＳＲ活動

の内容、７．今後の活動の見通し（拡大、現状維持、縮小、その他）、８．活動を実施す

る際に重視した内容（以下、ＣＳＲ活動を行っていない企業に限定）、９．今後の実施予

定、１０．農山漁村におけるＣＳＲ活動についての意向  
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【調査名】 業界団体・学会に対するイベント・コンベンション等（ＭＩＣＥ）実態調査（平

成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２５日 

【実施機関】 愛知県産業労働部観光コンベンション課 

【目 的】 イベント・コンベンション等（ＭＩＣＥ）の戦略的な誘致を推進するため、業界団体及び

学会に対し、全国会議に関する実態調査を行い、ＭＩＣＥ誘致方策「愛知・名古屋ＭＩＣＥ

アクションプラン」を作成するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－全国会議についてのアンケート（Ａ）（過去３年間に愛知県で全国会議を開催し

た経験がある団体向け） ２－全国会議についてのアンケート（Ｂ）（過去３年間に愛

知県で全国会議を開催した経験がない団体向け） 

※ 

【調査票名】 １－全国会議についてのアンケート（Ａ）（過去３年間に愛知県で全国会議を開催した

経験がある団体向け） 

【調査対象】 （地域）愛知県全域及び東京都全域 （単位）団体 （属性）愛知県内及び東京都の

主要業界団体及び学会 （抽出枠）国・都道府県公式公益法人行政総合情報サイト及び

学会名鑑 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／１，６３４ （配布）郵送 （取集）郵送・

その他（電話） （記入）自計 （把握時）平成２０年度から２２年度までの３年間の

実績 （系統）愛知県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１０月上旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．団体名、２．回答者名、３．直近に開催した全国会議の概要等、４．開催候補地

の選定理由、５．愛知県で全国会議を開催した際の評価、６．地元協力やおもてなしの

意向、７．全国会議の今後の開催予定等 

※ 

【調査票名】 ２－全国会議についてのアンケート（Ｂ）（過去３年間に愛知県で全国会議を開催した

経験がない団体向け） 

【調査対象】 （地域）愛知県全域及び東京都全域 （単位）団体 （属性）愛知県内及び東京都の

主要業界団体及び学会 （抽出枠）国・都道府県公式公益法人行政総合情報サイト及び

学会名鑑 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／１，６３４ （配布）郵送 （取集）郵送・

その他（電話） （記入）自計 （把握時）平成２０年度から２２年度までの３年間の

実績 （系統）愛知県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１０月上旬～１１月上旬 

【調査事項】 １．団体名、２．回答者名、３．全国会議の実施状況、４．直近に開催した全国会議

の概要等、５．開催候補地の選定方法等、６．地元の支援やおもてなしの意向、７．全

国会議の今後の開催予定等  
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【調査名】 奈良県産業廃棄物実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２９日 

【実施機関】 奈良県くらし創造部景観・環境局廃棄物対策課 

【目 的】 奈良県内に所在する事業所の事業活動に伴って生じる産業廃棄物の量、種類及びこれらの

処理・処分等の実態を調査して現状を把握・推計し、将来における産業廃棄物の量及び種類

を予測することにより、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」第５条の５に定める「廃棄

物処理計画（第３次奈良県廃棄物処理計画）」 策定のための基礎資料を作成すること。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物実態調査票 ２－廃棄物減量動向に関する意識等調査票 

【備 考】 本調査の調査票の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実の

報告」が含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の「統

計調査」として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物実態調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる

「農業，林業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱

供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「医療，福祉」、「サービス業（他

に分類されないもの」に属する事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査

の結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００／５０，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年４月１日～２３年３月３１日 （系統）奈

良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月下旬～平成２４年３月１６日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．事業内容、３．廃棄物の発生量・処理量 

※ 

【調査票名】 ２－廃棄物減量動向に関する意識等調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる

「農業，林業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱

供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「学術研究，専

門・技術サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「医療，福祉」、「サービス業（他

に分類されないもの）」に属する事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査

の結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，０００／５０，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２２年４月１日～２３年３月３１日 （系統）奈

良県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月下旬～平成２４年３月１６日 

【調査事項】 １．廃棄物減量動向に関する意識  
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【調査名】 静岡市バス交通計画ガイドライン策定に関する市民アンケート調査（平成２３

年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 静岡市都市局都市計画部交通政策課 

【目 的】 本調査は、市民の行動特性、バス交通・バス路線補助に対する意向等を把握し、今後の静

岡市のバス交通施策を検討するための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－静岡市バス交通計画ガイドライン策定に関する市民アンケート調査調査票 

※ 

【調査票名】 １－静岡市バス交通計画ガイドライン策定に関する市民アンケート調査調査票 

【調査対象】 （地域）静岡市全域 （単位）個人 （属性）静岡市内に居住する１６歳以上の者 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，５００／６１８，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１０月１日現在 （系統）配布：静岡

市－民間事業者－報告者、回収：報告者－静岡市 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１０月上旬～１１月３０日 

【調査事項】 １．生活行動の実態について、２．バス利用の実態について、３．バス交通の満足度

について、４．今後のバス交通のあり方、５．バスサービス改善によるバス利用意向、

６．その他、７．個人属性  
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【調査名】 全国会議参加者調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 愛知県産業労働部観光コンベンション課 

【目 的】 イベント・コンベンション等（ＭＩＣＥ）の戦略的な誘致を推進するため、全国会議参加

者に対し、愛知県での宿泊状況、満足度、観光意向に関する調査を行い、ＭＩＣＥ誘致方策

「愛知・名古屋ＭＩＣＥアクションプラン」を作成するための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－全国会議 参加者アンケート 調査票 

※ 

【調査票名】 １－全国会議 参加者アンケート 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）個人 （属性）名古屋国際会議場で開催される全国会

議参加者 （抽出枠）第７０回日本癌学会学術総会、第６４回日本胸部外科学会定期学

術集会、第７０回日本矯正歯科学会大会 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／１２，２００ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）愛知県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１０月３日～１０月２０日 

【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．住所、４．愛知県への訪問回数、５．宿泊地及び宿泊数、

６．会議の開催環境の満足度、７．観光意向、８．訪問先等  
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【調査名】 産業廃棄物実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 宮崎県環境森林部循環社会推進課 

【目 的】 宮崎県内の産業廃棄物に関する排出、処理の状況、県境を越えて県内に搬入のあった産業

廃棄物の状況を把握し、今後の廃棄物行政の基礎資料とするため。 

【調査の構成】 １－産業廃棄物実態調査票（運送業、自動車小売業、燃料小売業、自動車整備業関連）

形式－Ｃ ２－産業廃棄物実態調査票（建設業関連）形式－Ｅ ３－産業廃棄物実態調

査票（林業、漁業、鉱業・採石業、砂利採取業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業

関連）形式－Ｆ ４－産業廃棄物実態調査票（医療・福祉業関連）形式－Ｈ ５－産業

廃棄物実態調査票（情報通信業、卸売業、小売業、宿泊・飲食業、教育・学習支援業、

複合サービス業、公務関連）形式－Ｌ 

※ 

【調査票名】 １－産業廃棄物実態調査票（運送業、自動車小売業、燃料小売業、自動車整備業関連）

形式－Ｃ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）運送業、自動車小売業、燃料小売業、

自動車整備業の事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５０／８９８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査実施年の前年の４月１日～翌年の３月３１日 （系統）宮崎県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称、 

※ 

【調査票名】 ２－産業廃棄物実態調査票（建設業関連）形式－Ｅ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）建設業の事業所 （抽出枠）平成１

８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／６，３９５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年の４月１日～翌年の３月３１日 （系統）宮崎

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．廃棄物の発生場所、

４．年間の発生量、５．処理方法、６．中間処理後の量、７．処理・処分の方法、８．

処理・処分先又は再生利用先の名称、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地、１０．

処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１１．処理方法、１２．処理後の処分方法、

１３．再生利用用途、１４．再生利用・最終処分の場所、１５．再生利用・最終処分先
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の名称 

※ 

【調査票名】 ３－産業廃棄物実態調査票（林業、漁業、鉱業・採石業、砂利採取業、製造業、電気・

ガス・熱供給・水道業関連）形式－Ｆ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）林業、漁業、鉱業・採石業、砂利採

取業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業の事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・

企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００／３，５５２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年の４月１日～翌年の３月３１日 （系統）宮崎

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称 

※ 

【調査票名】 ４－産業廃棄物実態調査票（医療・福祉業関連）形式－Ｈ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）医療・福祉業の事業所 （抽出枠）

平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／３，８４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年の４月１日～翌年の３月３１日 （系統）宮崎

県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称 

※ 

【調査票名】 ５－産業廃棄物実態調査票（情報通信業、卸売業、小売業、宿泊・飲食業、教育・学習

支援業、複合サービス業、公務関連）形式－Ｌ 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）情報通信業、卸売業、小売業、宿泊・

飲食業、教育・学習支援業、複合サービス業、公務の事業所 （抽出枠）平成１８年事

業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１５０／４１，４３６ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査実施年の前年の４月１日～翌年の３月３１日 （系統）
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宮崎県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年４月１日～３月３１日 

【調査事項】 １．事業所で発生した廃棄物の名称、２．廃棄物の分類番号、３．年間の発生量（中

間処理を行う前の量）、４．自社での中間処理方法、５．中間処理後の量、６．処理・処

分の方法、７．処理・処分先又は再生利用先の名称、８．処理・処分先又は再生利用先

の所在地、９．処理・処分先又は再生利用先の所在地番号、１０．委託中間処理の方法、

１１．委託中間処理後の処分の方法、１２．再生利用用途、１３．再生利用・最終処分

の場所、１４．再生利用・最終処分先の名称  
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【調査名】 循環資源利用実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３０日 

【実施機関】 宮崎県環境森林部循環社会推進課 

【目 的】 宮崎県内の産業廃棄物に関する排出、処理の状況、県境を越えて県内に搬入のあった産業

廃棄物の状況を把握するため。また、事業活動に伴う産業系の副産物であって、有償売却な

どの行為により廃棄物処理法の廃棄物の定義から除外されているもの、事業系一般廃棄物で

市町村等の計画処理量に含まれていないものの循環資源としての利用実態を把握するため。 

【調査の構成】 １－循環資源利用実態調査 調査票 

※ 

【調査票名】 １－循環資源利用実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）宮崎県全域 （単位）事業所 （属性）廃棄物処理法第１４条第６項に基づ

く産業廃棄物処分業の許可を有している事業者及び第１５条第１項に基づく産業廃棄物

処理施設の許可を有している事業者 （抽出枠）許可業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２００／２３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査実施年の前年４月１日～翌年３月３１日 （系統）宮崎県－

民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１日～翌年３月３１日 

【調査事項】 １．委託業者の名称、２．分類番号、３．受託場所が県内の場合の所在地番号、４．

受託場所が県外の場合の所在地番号、５．受託した年間処理量、６．自社での中間処理

の方法、７．処理後の分類番号、８．中間処理後の量、９．処理・処分又は再生利用の

方法、１０．処理・処分先又は再生利用先の名称等、１１．処理・処分先又は再生利用

先の所在地が県内の場合の所在地番号、１２．処理・処分先又は再生利用先が県外の場

合の所在地番号、１３．委託中間処理の方法、１４．委託中間処理後の再利用・処分の

方法、１５．再生利用・リサイクルの用途  
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【調査名】 仕事と生活の調和に関する実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３１日 

【実施機関】 徳島県商工労働部労働雇用政策局労働雇用課 

【目 的】 徳島県内の企業における仕事と生活の調和に関する取組や労働者の意識について総合的に

把握し、労働行政実施の参考に資するための基礎資料とするとともに、仕事と生活の調和の

とれた働きやすい職場づくりを具体的に進めるための手引書を作成することにより、仕事と

生活の調和のとれた働きやすい職場づくりの促進を図るものである。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 ２－従業者調査票 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）徳島県全域 （単位）事業所 （属性）企業常用雇用者規模１０人以上の徳

島県内事業所（日本標準産業分類に掲げる大分類の「農業，林業」、「漁業」、「鉱業，採

石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，

小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービ

ス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援

業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」

に属するものに限る。） （抽出枠）平成２１年経済センサス一基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／６，９１７ （配布）郵送 （取集）

郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年９月３０日現在 （系統）徳島県

－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の概要（事業所名等）、２．正社員・非正社員に対する制度の適用状況（正

社員への転換制度の有無等）、３．所定労働時間、週休制、年間休日等の状況、４．ワー

クライフバランスへの取組状況、５．メンタルへルスケアへの取組状況、６．短時間勤

務制度への取組状況、７．育児休業・介護休業の状況、８．再雇用制度の状況、９．ポ

ジティブ・アクションへの取組状況 

※ 

【調査票名】 ２－従業者調査票 

【調査対象】 （地域）徳島県全域 （単位）個人 （属性）事業所調査票対象事業所の従業員 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／２１６，１９６ （配布）郵送 （取

集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）平成２３年９月３０日現在 （系統）徳

島県－民間事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２３年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．報告者の現在の状況（性別、年齢、配偶者、子どもの有無等）２．所定労働時間、

残業時間等の状況、３．就業形態に対する満足度、４．勤務先での各種制度の整備・利

用状況、５．能力開発制度の状況、６．ワークライフバランスの状況（休業制度ごとの

取得等）、７．短時間勤務制度の状況、８．再雇用制度の状況、９．ポジティブ・アクシ

ョンへの取組状況  
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（２）変更 

【調査名】 群馬県母子世帯等実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１日 

【実施機関】 群馬県健康福祉部子育て支援課 

【目 的】 母子世帯及び父子世帯の生活実態を把握し、これら母子世帯等に対する福祉施策推進のた

めの基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－母子世帯等実態調査票（母子世帯用） ２－母子世帯等実態調査票（父子世帯用） 

【備 考】 今回の変更は、全ての調査票に係る報告者の数の増加及び調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－母子世帯等実態調査票（母子世帯用） 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯 （抽出枠）住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８００／２５，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１１月１日現在 （系統）群馬県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１１月１日～１１月１５日 

【調査事項】 １．調査対象者の基本的属性、２．就労状況、３．収入状況、４．住居状況、５．子

どもの世話の状況、６．福祉制度の利用状況等 

※ 

【調査票名】 ２－母子世帯等実態調査票（父子世帯用） 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）世帯 （属性）父子世帯 （抽出枠）住民基本台帳等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００／２５，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１１月１日現在 （系統）群馬県－報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年１１月１日～１１月１５日 

【調査事項】 １．調査対象者の基本的属性、２．就労状況、３．収入状況、４．住居状況、５．子

どもの世話の状況、６．福祉制度の利用状況等  
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【調査名】 省エネ関連設備に関する調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１日 

【実施機関】 愛知県農林水産部園芸農産課 

【目 的】 園芸用施設における電照設備等に関して調査し、省エネの推進を図っていく上で必要な基

礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－平成２２年度 省エネ関連設備に関する調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査対象の範囲への農業協同組合及び農事組合法人の追加、報告者数の削

減等。 

※ 

【調査票名】 １－平成２２年度 省エネ関連設備に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）愛知県全域 （単位）地方公共団体 （属性）市町村（市町村が回答できな

い場合は、農業協同組合又は農事組合法人） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４ （配布）オンライン（電子メール） （取集）オン

ライン（電子メール） （記入）自計 （把握時）調査実施年の前年６月３０日現在 （系

統）愛知県－報告者（市町村）、愛知県－市町村－報告者（農業協同組合・農事組合法人） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１日～１０月１５日 

【調査事項】 １．電照設備：ガラス室の電照実面積（設備の種類別、野菜・花きの品目別）、ハウ

スの電照実面積（設備の種類別、野菜・花きの品目別）、２．ヒートポンプ：ヒートポン

プの設置実面積（野菜・花き・果樹の品目別、ガラス室・ハウス別）、ヒートポンプの設

置台数（野菜・花き・果樹の品目別、ガラス室・ハウス別）  
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【調査名】 仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１日 

【実施機関】 愛媛県経済労働部管理局労政雇用課 

【目 的】 愛媛県内民間事業所における育児・介護休業制度の利用状況など、仕事と家庭の両立支援

に関する雇用環境の実態を把握する。 

【調査の構成】 １－仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の変更、基準日の変更、調査実施時期の変更。 

※ 

【調査票名】 １－仕事と家庭の両立支援に関する雇用環境調査票 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域 （単位）事業所 （属性）常時従業員５人以上を雇用する愛媛

県内民間事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２８，７９６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２３年１０月１日現在 （系統）愛媛県－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２３年１１月１０日～１２月１０日 

【調査事項】 １．事業所の概要に関する事項、２．企業としての意識に関する事項、３．育児休業

制度及び労働者の育児に対する援助に関する事項、４．介護休業制度及び労働者の家族

の介護に対する援助に関する事項、５．パートタイム労働者の育児・介護休業制度の利

用に関する事項、６．子の看護のための休暇に関する事項、７．要介護状態にある家族

の介護のための休暇に関する事項、８．配偶者出産休暇制度に関する事項 
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【調査名】 東京都男女雇用平等参画状況調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２日 

【実施機関】 東京都産業労働局雇用就業部労働環境課 

【目 的】 ３年に一度の経年調査該当年度として、企業における従業員の募集、採用、配置、昇進等

の雇用管理の実態と育児・介護休業制度の状況を調査し、経年比較を行うことで、職場環境

の実態と課題を把握し、今後の男女雇用平等推進施策を効果的に行うために活用する。 

【調査の構成】 １－事業所調査票 ２－男女従業員調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査全体として、調査の目的及び調査事項の変更。 

※ 

【調査票名】 １－事業所調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょ地域を除く。） （単位）事業所 （属性）事業所規模

３０人以上の日本標準産業分類に掲げる大分類の「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、

「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、

「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分類されないも

の）（中分類「宗教」は除く。）」の本所・単独事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企

業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／２１，３７５ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年９月１日現在 （系統）調査票の配布：東京都－

民間事業者－報告者、調査票の回収：報告者－東京都 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１日～９月１６日 

【調査事項】 １．事業所の概要、２．男女雇用管理に関する取組、３．育児・介護に関する事項、

４．仕事と生活の両立、働き方の見直しに関する事項 

※ 

【調査票名】 ２－男女従業員調査票 

【調査対象】 （地域）東京都全域（島しょ地域を除く。） （単位）個人 （属性）事業所規模３

０人以上の日本標準産業分類に掲げる大分類の「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運

輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学

術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス業，

娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）

（中分類「宗教」は除く。）」の本所・単独事業所に勤務する男女従業員 （抽出枠）平

成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年９月１日現在 （系統）調査票の配布：東京都－民間事業者－報

告者、調査票の回収：報告者－東京都 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１日～９月２６日 

【調査事項】 １．回答者プロフィール、２．雇用管理の概況について、３．育児・介護に関する事

項、４．仕事と生活の両立、働き方の見直しに関する事項  
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【調査名】 島根県在住外国人実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１２日 

【実施機関】 島根県環境生活部文化国際課 

【目 的】 本調査は、外国人住民のニーズや意見を把握し、島根県及び市町村の外国人住民支援施策

に反映させるための基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－島根県在住外国人実態調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査の目的の変更、調査の実施期間の変更、報告者数の削減及び調査事項

の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－島根県在住外国人実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性）平成２２年末現在、島根県内市町村で

外国人住民登録をしている外国人住民のうち２０歳以上の者 （抽出枠）平成２２年末

現在の島根県内市町村の外国人住民登録者数 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／５，６９５ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）調査票の配布：島根県－

民間事業者－県内市町村－報告者、調査票の回収：報告者－民間事業者－島根県 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年８月下旬～９月末日 

【調査事項】 １．回答者の属性、２．言葉について、３．日常生活について、４．行政からの情報

及びサービスについて、５．防災について、６．自由意見  
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【調査名】 医療実態調査（患者調査・施設調査）（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月１５日 

【実施機関】 栃木県保健福祉部保健福祉課 

【目 的】 医療法第３０条の３の規定により策定する「第６期栃木県保健医療計画」の基礎資料を得

ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－病院・患者票（入院・外来） ２－病院・患者票（退院） ３－施設票（病院） 

４－一般診療所・患者票（入院・外来） ５－一般診療所・患者票（退院） ６－施設

票（一般診療所） 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更、報告者数の増加等。 

※ 

【調査票名】 １－病院・患者票（入院・外来） 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）病院 （抽出枠）栃木県病

院・診療所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２３年１０月１１日～１０月１３日の３日間のうち、医療施設が選択した任

意の一日 （系統）調査票の配布：栃木県－報告者、調査票の回収：（医師会会員）報告

者－郡市医師会－栃木県、（医師会会員以外）報告者－栃木県 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月２７日～１０月２５日 

【調査事項】 １．性別、２．生年月日、３．患者の住所、４．入院外来の種別、５．受療の状況、

６．診療科名、７．紹介の有無、８．病床（病棟）の種別、９．薬剤管理指導業務 

※ 

【調査票名】 ２－病院・患者票（退院） 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）病院 （抽出枠）栃木県病

院・診療所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２３年９月１日～９月３０日 （系統）調査票の配布：栃木県－報告者、調

査票の回収：（医師会会員）報告者－郡市医師会－栃木県、（医師会会員以外）報告者－

栃木県 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月２７日～１０月２５日 

【調査事項】 １．性別、２．生年月日、３．患者の住所、４．入退院年月目、５．入院外来の種別、

６．受療の状況、７．手術の有無、８．診療科名、９．病床（病棟）の種別、１０．薬

剤管理指導業務、１１．入院前の場所、１２．退院後の行き先、１３．転帰 

※ 

【調査票名】 ３－施設票（病院） 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）病院 （抽出枠）栃木県病

院・診療所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２３年１０月１日現在 （系統）調査票の配布：栃木県－報告者、調査票の

回収：（医師会会員）報告者－郡市医師会－栃木県、（医師会会員以外）報告者－栃木県 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月２７日～１０月２５日 

【調査事項】 １．施設名、２．施設の所在地、３．休止・休診の状況、４．許可病床数、５．保健

事業等、６．診療科目、７．診療科目別医師及び歯科医師数、８．外来投薬処方せん枚

数、９．医療従事者数、１０．診療設備・診療機器、１１．麻酔及び手術等の状況、１

２．専門外来の状況、１３．在宅医療サービスの実施状況、１４．救急患者への対応・

受入体制、１５．傷病別手術の対応状況 等 

※ 

【調査票名】 ４－一般診療所・患者票（入院・外来） 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）一般診療所 （抽出枠）栃

木県病院・診療所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４６３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２３年１０月１１日～１０月１３日の３日間のうち、医療施設が選択し

た任意の一日 （系統）調査票の配布：栃木県－報告者、調査票の回収：（医師会会員）

報告者－郡市医師会－栃木県、（医師会会員以外）報告者－栃木県 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月２７日～１０月２５日 

【調査事項】 １．性別、２．生年月日、３．患者の住所、４．入院外来の種別、５．受療の状況、

６．診療科名、７．紹介の有無、８．病床（病棟）の種別 

※ 

【調査票名】 ５－一般診療所・患者票（退院） 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）一般診療所 （抽出枠）栃

木県病院・診療所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４６３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２３年９月１日～９月３０日 （系統）調査票の配布：栃木県－報告者、

調査票の回収：（医師会会員）報告者－郡市医師会－栃木県、（医師会会員以外）報告者

－栃木県 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月２７日～１０月２５日 

【調査事項】 １．性別、２．生年月日、３．患者の住所、４．入退院年月日、５．入院外来の種別、

６．受療の状況、７．手術の有無、８．診療科名、９．病床（病棟）の種別、１０．入

院前の場所、１１．退院後の行き先、１２．転帰 

※ 

【調査票名】 ６－施設票（一般診療所） 

【調査対象】 （地域）栃木県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）一般診療所 （抽出枠）栃

木県病院・診療所名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，４６３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２３年１０月１日現在 （系統）調査票の配布：栃木県－報告者、調査

票の回収：（医師会会員）報告者－郡市医師会－栃木県、（医師会会員以外）報告者－栃

木県 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２３年９月２７日～１０月２５日 

【調査事項】 １．施設名、２．施設の所在地、３．休止・休診の状況、４．許可病床数、５．診療
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科目、６．外来投薬処方せん枚数、７．診療所の種類、８．在宅医療サービスの実施状

況、９．麻酔及び手術等の状況、１０．保健事業等、１１．診療機器の保有状況、１２．

救急患者への対応・受入体制、１３．初期救急医療への参加状況、１４．期間診療所等、

１５．医療連携の状況、１６．医療従事者数、１７．専門外来の状況 等 
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【調査名】 市政アドバイザー意識調査（平成２３年届出・２回目） 

【受理年月日】 平成２３年８月２２日 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局参画推進部広聴課 

【目 的】 具体的施策や事業についての意見を求めるほか、市民生活に関する意識を市の事業や施策

を実施していく上での参考とする。 

【調査の構成】 １－第１１期市政アドバイザー第２回意識調査 調査票 

【備 考】 今回の調査は、第１１期・第２回の調査であり、今回の変更は、調査事項及び調査期間の

変更。なお、本調査の名称には、「意識」の文言が付されているが、調査事項の中に「事実

の報告」が含まれていることから、これら「事実の報告」に係る部分について、統計法上の

「統計調査」として届出が受理されたものである。 

※ 

【調査票名】 １－第１１期市政アドバイザー第２回意識調査 調査票 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上、８０歳未満の市民 （抽

出枠）住民基本台帳及び外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０７０／１，１９１，８３２ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票記入日現在 （系統）神戸市－報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２３年８月２５日～９月８日 

【調査事項】 １．須磨海岸に関する事項、２．都心の交通に関する事項、３．脳卒中に関する事項
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【調査名】 熊本県労働条件等実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２２日 

【実施機関】 熊本県商工観光労働部商工労働局労働雇用課 

【目 的】 熊本県内の事業所に雇用されている労働者の賃金・労働時間その他の労働条件を把握し、

労働行政の基礎資料にするとともに、調査結果を労使関係者・労働関係機関に提供すること

により健全な労使関係の推進に役立てる。 

【調査の構成】 １－平成２３年度熊本県労働条件等実態調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－平成２３年度熊本県労働条件等実態調査 調査票 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類「農

業，林業」、「漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・

熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保

険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複

合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」の事業所であって、従業者数

５人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサスー基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎年６月３０日現在 （系統）熊本県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月１４日～１０月１４日 

【調査事項】 １．事業所の概要（１）就業形態、（２）正社員の年齢構成及び平均年齢、（３）管理

職の登用状況、２．賃金制度（１）正社員の賃金支払形態、（２）正社員の所定内賃金、

（３）正社員の賃上げ、３．労働時間（１）正社員の所定労働時間、（２）正社員の週休

制、（３）正社員の年間休日及び年次有給休暇、（４）正社員の育児休業、４．ワーク・

ライフ・バランス（１）ワーク・ライフ・バランスの認知状況、（２）ワーク・ライフ・

バランスの取組内容、（３）ワーク・ライフ・バランスに取り組む上での課題、５．ポジ

ティブ・アクション（女性の活躍促進）（ポジティブ・アクションの取組状況）、６．次

世代育成支援制度（１）一般事業主行動計画の認知状況、（２）一般事業主行動計画の策

定状況、（３）行動計画を策定する上での課題、７．若年者の雇用（１）若年労働者の採

用の状況、（２）若年労働者を採用する上での課題、（３）若年労働者の早期離職の人数、

（４）若年労働者の早期離職の理由、（５）若年労働者定着のために行っている取組、（６）

若年労働者を雇用するために行政に望む支援  
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【調査名】 新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２４日 

【実施機関】 新潟県産業労働観光部労政雇用課、新潟市経済・国際部雇用対策課 

【目 的】 新潟県内の民間事業所に雇用されている労働者の賃金、労働時間、休日等労働条件の事態

を明らかにし、労務管理の改善、労使関係の安定化のための基礎資料とすること。 

【調査の構成】 １－新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査票（事業所票） ２－新潟県・新潟市賃

金労働時間等実態調査票（個人票） 

【備 考】 今回の変更は、全ての調査票に係る調査事項の一部変更及び平成２３年度調査に限り調査

の実施期間の１か月繰下げ。 

※ 

【調査票名】 １－新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査票（事業所票） 

【調査対象】 （地域）新潟県全域（新潟市地域－新潟市実施） （単位）事業所 （属性）日本標

準産業分類に掲げる大分類の「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、

「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「医療，福祉」、「複

合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者を１０人

以上雇用する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／１６，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）調査票の配布：（新潟市

以外）新潟県－報告者、（新潟市）新潟県－新潟市－報告者、 調査票の回収：（新潟市

以外）報告者－新潟県地域振興局－新潟県、（新潟市）報告者－新潟市－新潟県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月３１日～９月３０日（ただし、平成２３年度調

査においては、８月３１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．企業全体の現況（１）企業全体の常用労働者数、（２）資本金又は出資金、２．

事業所の現況（１）労働組合の有無、（２）労働者構成、（３）派遣労働者数、３．初任

給（１）学歴・職種別初任給額、（２）学歴・職種別採用人数、（３）県外学校出身者数、

４．労働時間制度（１）１日・１週・１年の所定労働時間数、（２）変形労働時間制の採

用状況、（３）週休制の形態、５．年間休日数（１）年間休日数、（２）連続休暇、６．

年次有給休暇（年次有給休暇の取得状況）、７．特別休暇制度（特別休暇制度の状況）、

８．育児休業制度（１）育児休業制度の有無、（２）育児休業制度の整備状況、（３）育

児休業の取得状況、９．介護休業制度（１）介護休業制度の有無、（２）介護休業制度の

整備状況、（３）介護休業の取得状況、１０．仕事と家庭の両立のための支援制度（１）

仕事と家庭の両立の支援制度の有無、（２）制度状況、１１．賃金制度（賃金制度の状況）、

１２．賃金の支払形態（賃金の支払形態別の労働者数）、１３．定年制度（１）定年制度

の有無、（２）定年延長の予定の有無、（３）継続雇用制度の有無 

※ 

【調査票名】 ２－新潟県・新潟市賃金労働時間等実態調査票（個人票） 

【調査対象】 （地域）新潟県全域（新潟市地域－新潟市実施） （単位）個人 （属性）日本標準

産業分類に掲げる大分類の「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸

売業，小売業」、「金融業，保険業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「医療，福祉」、「複合
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サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する常用労働者を１０人以

上雇用する事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／１６，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）調査票の配布：（新潟市

以外）新潟県－報告者、（新潟市）新潟県－新潟市－報告者、 調査票の回収：（新潟市

以外）報告者－新潟県地域振興局－新潟県、（新潟市）報告者－新潟市－新潟県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年７月３１日～９月３０日（ただし、平成２３年度調

査においては、８月３１日～９月３０日） 

【調査事項】 １．性別、２．年齢、３．勤続年数、４．就業形態、５．最終学歴、６．労働者の職

種、７．７月分の所定内労働時間・所定外労働時間数、８．７月分の所定内労働賃金・

所定外賃金 
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【調査名】 大阪府労働関係調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２５日 

【実施機関】 大阪府商工労働部総合労働事務所 

【目 的】 大阪府内の民間事業所に働く労働者について、就業形態別に労働時間、年間有給休暇、時

間外労働等、労働条件等の実態を把握し、労務改善のための基礎資料や労働関係諸機関等の

施策の参考に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は、平成１６年まで「基本的労働条件調査」として実施されていたが、平成１７年

に、調査事項を整理・充実を図るとともに、調査の名称を「大阪府労働関係調査」に変更し、

現在に至っている。 

【調査の構成】 １－平成２３年度大阪府労働関係調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－平成２３年度大阪府労働関係調査票 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる大分類の

「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲

食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属する従業者規模３０

人以上の民営事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／２６，０６６ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）大阪府－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年９月中旬～１０月１０日 

【調査事項】 １．会社の規模（労働者数）、２．労働組合の有無、３．事業所の就業形態別労働者

数（男女別・前年と比較した増減傾向）、４．正社員への登用制度の有無（非正社員内訳）、

５．正社員への登用実績の有無（非正社員内訳）、６．所定労働時間（就業形態別１日・

１週・年間（計算））、７．変形労働時間制の導入状況、８．変形労働時間制の導入状況

（正社員以外への導入状況・非正社員内訳）、９．所定外労働時間（男女別・正社員・パ

ートタイム労働者別：年間）、１０．労働時間等の課題について労使が話し合う機会の有

無、１１．短時間勤務を選択できる制度の有無、１２．短時間勤務を選択できる制度の

有無（制度を利用できるケース）、１３．週休制の実施形態（正社員・パートタイム労働

者別）、１４．事業所の年間休日日数（正社員・パートタイム労働者別）、１５．年次有

給休暇の付与人数・付与日数・取得日数（正社員・パートタイム労働者別）、１６．東日

本大震災による労働者の増減及び雇用方針、１７．雇用調整の実施の有無と内容、１８．

雇用調整助成金等の活用状況 
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【調査名】 職場環境調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２６日 

【実施機関】 奈良県産業・雇用振興部雇用労政課 

【目 的】 奈良県内事業所における職場環境の実態を明らかにし、労働行政の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－平成２３年度 職場環境調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－平成２３年度 職場環境調査 調査票 

【調査対象】 （地域）奈良県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の大分類に掲げる

「建設業」、「製造業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，

保険業」、「不動産業，物品賃貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲

食サービス業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、

「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」に属し、常用雇用者が１

０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年経済センサス－基礎調査結果名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，３２０／７，６００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）毎年９月３０日現在 （系統）奈良県－報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１０月１日～１０月末日 

【調査事項】 １．仕事と家庭の両立支援の取組、２．男女均等な取扱い、３．通勤の実態、４．定

年制、５．退職金、６．福利厚生、７．社会貢献活動  
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【調査名】 千葉県生活習慣に関するアンケート調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月２９日 

【実施機関】 千葉県健康福祉部健康づくり支援課 

【目 的】 千葉県民の健康に係る生活習慣の現状を把握し、今後の健康づくり施策の推進等及び「健

康ちば２１」の最終評価に必要な基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－生活習慣に関するアンケート調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更等。 

※ 

【調査票名】 １－生活習慣に関するアンケート調査 調査票 

【調査対象】 （地域）千葉県全域 （単位）個人 （属性）千葉県内在住の満１５歳以上の男女 （抽

出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／６，２１０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１１月１日 （系統）千葉県－民間

事業者－報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査実施年の１０月下旬～１１月中旬 

【調査事項】 １．健康の状況、２．栄養・食生活の状況、３．身体活動・運動の状況、４．休養・

心の健康の状況、５．喫煙・飲酒の状況、６．歯の健康の状況、７．がんの状況、８．

病気の状況、９．健康診断の状況、１０．受動喫煙防止の状況及び健康に関する情報に

ついて 
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【調査名】 北九州市の男女共同参画社会に関する調査（平成２３年届出） 

【受理年月日】 平成２３年８月３１日 

【実施機関】 北九州市子ども家庭局男女共同参画推進部 

【目 的】 北九州市において男女共同参画を推進する上での課題・問題点等を明らかにし、今後の施

策検討の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－北九州市の男女共同参画社会に関する調査 調査票 

【備 考】 今回の変更は、調査事項の一部変更。 

※ 

【調査票名】 １－北九州市の男女共同参画社会に関する調査 調査票 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出枠）住民

基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／８１０，３２１ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査票を記入する時点 （系統）北九州市－報告

者 

【周期・期日】 （周期）おおむね５年 （実施期日）平成２３年９月下旬～１０月上旬 

【調査事項】 １．家庭内の仕事の担当、２．暴力被害・加害の有無、３．暴力被害の相談、４．セ

クシャル・ハラスメントの経験




